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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第３２期 第３３期 第３４期 第３５期 第３６期 

決算年月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月 

（１）連結経営指標等           

売上高 （百万円） 1,027,140 1,010,809 1,028,793 1,037,764 1,061,711 

経常利益 （百万円） 47,245 39,254 39,733 41,552 44,915 

当期純利益 （百万円） 12,544  9,827  10,878 16,101 9,302 

純資産額 （百万円） 206,576 214,178 222,612 239,145 364,291 

総資産額 （百万円） 892,853 922,261 982,309 951,151 966,225 

１株当たり純資産額 （円） 1,091.40 1,132.01 1,177.15 1,265.80 1,294.93 

１株当たり当期純利益 （円） 65.29 51.13 56.84 84.64 49.27 

潜在株式調整後１株 

当たり当期純利益 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 23.14 23.22 22.66 25.14 25.30 

自己資本利益率 （％） 6.20 4.67 4.98 6.97 3.85 

株価収益率 (倍) 15.10 22.77 21.73 19.46 33.06 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 60,087 59,263 77,493 32,441 69,635 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △45,859 △45,132 △65,528 △59,667 △72,542 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △11,110 △3,885 12,322 24,454 △4,576 

現金及び現金同等物の 

期末残高 
（百万円） 75,065 85,232 110,603 108,103 102,120 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 
（人） 

10,316 10,657 10,842 11,233 11,099 

[26,844] [28,181] [29,778] [30,685] [30,062] 

（２）提出会社の経営指標等           

売上高 （百万円） 726,372 691,055 684,688 688,775 694,815 

経常利益 （百万円） 17,109 13,010 10,116 10,604 16,653 

当期純利益 （百万円） 7,114 5,438 3,841 7,007 7,194 

資本金 （百万円） 10,129 10,129 10,129 10,129 10,129 

発行済株式総数 （千株） 189,295 189,295 189,295 189,295 189,295 

純資産額 （百万円） 139,625 142,968 144,275 151,996 155,550 

総資産額 （百万円） 516,590 514,760 552,458 520,843 518,777 

１株当たり純資産額 (円) 737.86 755.82 763.00 804.56 823.95 

１株当たり配当額 （円） 18.00 18.00 18.00 18.00 18.00 

（うち１株当たり中間配当額）   (8.00) (9.00) (9.00) (9.00) (9.00) 

１株当たり当期純利益 (円) 37.18 28.45 20.04 36.84 38.10 

潜在株式調整後1株 

当たり当期純利益 
(円) － － － － － 

自己資本比率 （％） 27.03 27.77 26.12 29.18 29.98 

自己資本利益率 （％） 5.16 3.85 2.67 4.73 4.68 



（注）１．売上高及び連結売上高の金額は、消費税等を含んでいない。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載していない。 

また、連結ベースの潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、親会社の潜在株式がないた 

め記載していない。 

３．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[ ]内に年間の平均人員を外数で記載している。 

４．純資産額の算定にあたり、平成１９年２月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」 

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業 

会計基準適用指針第８号）を適用している。 

株価収益率 （倍） 26.52 40.91 61.63 44.71 42.76 

配当性向 （％） 48.4 63.3 89.8 48.9 47.2 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 
(人) 

5,768 5,514 5,520 5,517 5,475 

[18,727] [19,373] [19,753] [20,363] [19,562] 



２【沿革】 

当社は、昭和２４年１２月設立の“西川屋”と昭和２５年３月設立（当社の登記上の年月）の“ほていや”が 

昭和４６年２月２１日①資本の自由化に対処して強力な国際企業の完成を目的とする。②流通近代化と国民生活 

の向上に貢献する複次元産業として日本経済の成長と安定に寄与する。③この目的を達成するために中部圏を基 

盤として広く同志とともにナショナルチェーン化を図る。の３点を経営ポリシーとして誕生した。 

  

沿革については次のとおりである。 

  

昭和４４年   ８月  合併を前提として、㈱西川屋チエン、㈱ほていや及びタキヒヨー㈱の３社の共同出資により、 

                     共同仕入会社「㈱ユニー」を設立 

昭和４６年   ２月  ㈱西川屋チエン、㈱ほていや、㈱ユニー及び新名浜㈱の４社が合併し「ユニー㈱」（本店 

                     名古屋市中区栄二丁目１０番１９号）が誕生、同時に系列販売会社㈱関東ユニー、㈱中部ユニー 

                     及び㈱東海ユニーを設立 

昭和４９年   ４月  高級呉服の専門店チェーン「㈱さが美」を設立 

昭和５０年   ２月  当社と系列販売会社㈱関東ユニー、㈱中部ユニー及び㈱東海ユニーの４社が合併 

               ６月  郊外型大型店「一宮店」開店 

昭和５１年   ４月  名古屋市中村区名駅二丁目４５番１９号に本店を移転 

             １２月  名古屋証券取引所へ上場 

昭和５２年   ２月  「昇る太陽と暖かい心」を象徴した新しいシンボルマークを採用 

               ６月  スーパーマーケットチェーン「㈱ユーストア」を設立 

             １０月  東京証券取引所へ上場 

昭和５３年   ８月  東京、名古屋両証券取引所の市場一部に昇格 

昭和５９年   １月  コンビニエンスストア「サークルケイ・ジャパン㈱（合併により現㈱サークルＫサンクス）」を 

                     設立 

昭和６２年   ６月  「ＵＮＹ（ＨＫ）ＣＯ.,ＬＩＭＩＴＥＤ」が海外で初の店舗“ＵＮＹ・ＣＩＴＹＰＬＡＺＡ” 

                     を開店 

平成 元年   ７月  世界デザイン博覧会に出展 

平成 ５年 １１月  本店を名古屋市中村区名駅三丁目２６番８号へ、本社事務所を愛知県稲沢市天池五反田町１番地 

                     へそれぞれ移転 

平成 ７年   ６月  本店を愛知県稲沢市天池五反田町１番地へ移転 

平成１０年 １１月  「㈱サンクスアンドアソシエイツ（合併により現㈱サークルＫサンクス）」を株式取得により子 

                     会社化 

平成１４年 １０月  「カネ美食品㈱」を株式追加取得により関連会社化 

平成１６年   ２月  「㈱鈴丹」を株式取得により子会社化 



３【事業の内容】 

  

当グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社３８社及び関連会社１５社の計５４社で構成され、主に 

小売業及びその関連事業を営んでいる。 

主な事業内容と各会社の当該事業における位置づけは次のとおりである。 

（注）※１ 連結子会社 

※２ 持分法適用関連会社 

 ３ 連結財務諸表提出会社との主な関係については、以下の系統図に記載のとおりである。 

業   態 会  社  名 

  

  

  

  

小 

  

  

  

  

売 

  

  

  

  

業 

総合小売業 ユニー株式会社（連結財務諸表提出会社） 

株式会社ユーストア ※１ 

ＵＮＹ（ＨＫ）ＣＯ．，ＬＩＭＩＴＥＤ※１ 

コンビニエンスストア 

  

主たる会社 

株式会社サークルＫサンクス ※１ 

サンクス青森株式会社 ※１ 

サンクス西埼玉株式会社 ※１ 

その他 

 連結子会社  ２社 

その他     ９社 

専門店 主たる会社 

株式会社さが美（呉服）※１ 

株式会社モリエ（婦人服）※１ 

株式会社パレモ（婦人服）※１ 

株式会社鈴丹（婦人服）※１ 

株式会社ラフォックス（紳士服）※１ 

その他 

連結子会社  ７社 

その他    １社 

金融 

  

主たる会社 

株式会社ＵＣＳ ※１ 

（クレジット業・保険代理業） 

その他 

連結子会社  １社 

その他    １社 

  

その他 主たる会社 

株式会社ユーライフ（不動産の賃貸）※１ 

東名クラウン開発株式会社 ※１ 

（不動産の賃貸） 

株式会社サン総合メンテナンス ※１ 

（施設管理業） 

カネ美食品株式会社 ※２ 

（惣菜等の製造・加工・卸売） 

その他 

その他     １７社  



系統図 

 

（注）上記図示のほか、㈱ＵＣＳはグループ各社と保険業務・リース取引及びクレジット業務の請負を、㈱サン総合メンテナンスは 

グループ各社と施設管理業務の請負を行っています。また、カネ美食品㈱は、㈱ユーストアから店舗を賃借し、㈱サークルＫ 

サンクスへは商品の供給を行っています。 

  

  



４【関係会社の状況】 

（1）連結子会社 

次へ 

名  称 住 所 資本金 
(百万円) 

主要な事業
の 内 容 

議決権
の所有 
割 合 
（%） 

関 係 内 容 
役員の兼務等

資 金 
の援助 

営業上 
の取引 

設備の賃貸
関係等 

当社
役員 
(人) 

当社
社員 
(人) 

㈱さが美 
（注1,2） 

横浜市 
港南区 9,217 呉服、毛皮、

宝石専門店 
55.85

（0.58） ２ －
該当事項 

なし 
商品の 
仕入 店舗の賃貸

㈱ユーストア 

（注1,2,3） 
愛知県 
稲沢市 7,110 スーパー

マーケット 64.41 １ － 同  上 商品の 
供給 

土地・建物の
賃貸借等 

㈱ユーライフ 愛知県 
稲沢市 351 

ディベロッパー、
不動産の 
売買斡旋 

100.00 １ １ 同  上 該当事項
なし 

店舗の賃借
事務所の賃貸 
債務の保証 

㈱サークルＫ 
サンクス 

（注1,2,3） 
愛知県 
稲沢市  8,380 コンビニエンス

ストア 
48.77
（0.0） ２ － 同  上 同  上 事務所の賃貸

サンクス青森㈱ 青森県 
青森市 

    250 コンビニエンス

ストア 
100.00

(100.00) － － 同  上 同  上 該当事項なし

サンクス    
西埼玉㈱ 

埼玉県 
入間市  260 コンビニエンス

ストア 
100.00

(100.00) － － 同  上 同  上 同  上

㈱サンクス 
北関東 

栃木県 
宇都宮市 185 コンビニエンス

ストア 
100.00

(100.00) － － 同  上 同  上 同  上

サンクス 
西四国㈱ 

愛媛県 
松山市 50 コンビニエンス

ストア 
100.00

(100.00) － － 同  上 同  上 同  上

㈱ゼロネット 
ワークス 

東京都 
墨田区 499 ＡＴＭ運用

業務受託 
100.00

(100.00) － － 同  上 同  上 同  上

㈱モリエ 愛知県 
稲沢市 100 婦人服

専門店 96.25 ２ １
運転資金 
の貸付 同  上 店舗・事務所

の賃貸 

㈱パレモ 
（注１,2） 

愛知県 
稲沢市 1,229 

ヤングカジュアル
ファッション 

専門店 
63.59 ２ －

該当事項 
なし 同  上 同  上

㈱鈴丹 
（注1,2） 

名古屋市 
昭和区 1,414 

ヤングカジュアル
ファッション 

専門店 
60.64 １ －

運転資金 
の貸付 同  上 店舗の賃貸

UNY(HK)CO., 
LIMITED 

香 港 
中 環 

千HK$ 
35,000 総合小売業 100.00 ２ －

該当事項 
なし 

商品の 
供給 

該当事項
なし 

㈱ラフォックス 愛知県 
稲沢市 100 紳士服

専門店 100.00 ３ －
運転資金 
の貸付 

該当事項
なし 

店舗・事務所
の賃貸及び 
債務の保証 

㈱ＵＣＳ 
（注1,2） 

愛知県 
稲沢市 1,610 金融サービス業

損害保険代理業 
81.34
(5.59) ２ －

該当事項 
なし 

クレジット 
債権の 
譲渡 

保険業務 

店舗・事務所
の賃貸 

㈱サン総合 
メンテナンス 

愛知県 
稲沢市 100 

警備・清掃・
保守業務の 

請負 
98.75

(31.41) ２ － 同  上 
店舗の警

備・清掃・保 
守を委託 

同  上

東名クラウン 
開発㈱ 

愛知県 
稲沢市 100 

ディベロッパー、
不動産 

の売買斡旋 
50.00 １ － 同  上 該当事項

なし 
店舗の賃借

事務所の賃貸 

㈱東京和裁 茨城県 
水海道市 10 

呉服、和装品
その他衣料品の 

仕立加工 
100.00

(100.00) － － 同  上 同  上 該当事項
なし 

㈱匠美 横浜市 
港南区 100 

呉服、和装品
その他衣料品の 

仕立加工 
100.00

(100.00) － － 同  上 同  上 同  上



（注）1．特定子会社に該当する。 

2．有価証券報告書提出会社である。 

3．㈱ユーストア及び㈱サークルＫサンクスについては、営業収益（連結会社相互間の内部売上高を除く）の 

      連結営業収益に占める割合が１０％を超えているが、当該連結子会社は有価証券報告書の提出会社であ 

      るため主要な損益情報等の記載を省略している。 

4．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数である。 

  

（２）持分法適用の関連会社 

（注） 1．有価証券報告書提出会社である。 

    2．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数である。 

名  称 住 所 資本金
(百万円) 

主要な事業
の 内 容 

議決権
の所有 
割 合 
（%） 

関 係 内 容 
役員の兼務等

資 金 
の援助 

営業上 
の取引 

設備の賃貸
関係等 

当社
役員 
(人) 

当社
社員 
(人) 

㈱東京 
ますいわ屋 

横浜市 
港南区 1,000 呉服、毛皮、

宝石等の販売 
100.00

(100.00) － －
該当事項 

なし 
該当事項

なし 該当事項なし

㈱九州さが美 福岡市 
博多区 50 呉服、毛皮、

宝石等の販売 
100.00

(100.00) － － 同  上 同  上 同  上

㈱すずのき 東京都 
渋谷区 50 呉服、毛皮、

宝石等の販売 
100.00

(100.00) － － 同  上 同  上 同  上

鈴丹時装 
有限公司 

香 港 
九 龍 

千HK$ 
3,000 

衣料品・雑貨
の輸出入及び 

販売 
98.00

(98.00) － － 同  上 同  上 同  上

鈴丹 
ビックス㈱ 

名古屋市 
中区 40 

値札の印刷
及び販売、 
店用備品の 
販売及び 

管理・保管 

100.00
(100.00) － － 同  上 同  上 同  上

名  称 住 所 資本金 
(百万円) 

主要な事業
の 内 容 

議決権
の所有 
割 合 
（%） 

関 係 内 容 

役員の兼務等

資 金 
の援助 

営業上
の取引 

設備の賃貸
関係等 

当社
役員 
(人) 

当社
社員 
(人) 

カネ美食品㈱ 
(注1) 

名古屋市 
天白区 2,002 惣菜等の製造・

 加工・卸売 
25.71
(9.78) － －

該当事項 
なし 商品の仕入 店舗の賃貸



５【従業員の状況】 

（1）連結会社の状況 

（平成１９年２月２０日現在） 

（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に年間の平均人員を外数で記載している。 

  

（2）提出会社の状況 

（平成１９年２月２０日現在） 

（注）1.従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に年間の平均人員を外数で記載している。 

2.平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。 

  

（3）労働組合の状況 

当社グループには、全ユニー労働組合が組織（組合員数１９，１１４人）されており、日本サービス・流通 

労働組合連合に属している。 

なお、労使関係について特に記載すべきことはない。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

総合小売業 
6,847 

[23,537] 

コンビニエンスストア 
1,884 

[   407] 

専門店 
2,093 

[ 5,856] 

金融 
148 

[   176] 

その他 
127 

[    86] 

合計 
11,099 

[30,062] 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

5,475 

［19,562］ 
42.4 20.2 6,077,543 



第２【事業の状況】 

  

1.【業績等の概要】 

    (1) 業績 

当期のわが国経済は、企業収益の改善や設備投資の増加等により、景気の緩やかな回復傾向が継続し、雇用・所得環境 

の改善がみられたものの、原材料の値上がり及び金利の上昇傾向に対する不安等、先行き多少不透明にさせる要因もみら 

れた。 

小売業界においても、個人消費が緩やかに増加する一方、総合小売業、食品スーパー、ホームセンター、コンビニエン 

スストア、ドラッグストア等業種・業態の垣根を越えた競争は益々激しくなっている。 

このような状況の中で、当グループは、競合の影響により既存店売上が低迷したが新設店等の要因により、売上高は 

１,０６１,７１１百万円(前期比２.３％増)となった。 

一方、販売費及び一般管理費は、４１２,２５１百万円（前期比１.６％増）となり、営業利益は４７,１４２百万円 

(前期比８.２％増)、経常利益は４４,９１５百万円(前期比８.１％増)となった。また、当期純利益は前期の厚生年金 

基金代行部分返上益がなくなったこと等により９,３０２百万円（前期比４２.２％減）となった。 

  

  事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。 

①総合小売業 

 総合小売業については、競合環境の厳しさと新設店の貢献による売上の微増と営業収入の増加により、営業収益は８８ 

８,１７０百万円(前期比１．０％増)となった。 

また利益においては、営業費用の増加が小幅にとどまったことにより、営業利益は１８,２１２百万円(前期比４９. 

３％増)と大幅な増益となった。 

  

②コンビニエンスストア 

コンビニエンスストアについては、１０月以降売上高は回復傾向を示したが、春先の気温低下の影響と長梅雨の影 

響による売上の低迷により既存店は苦戦をした。連結子会社の増加により営業収益は１９０,５６０百万円(前期比３． 

５％増)となったものの、賃借料などの経費増加により営業利益は２１,４２６百万円(前期比１１.６％減)となった。 

  

③専門店 

専門店については、㈱さが美が前期末より連結対象とした連結子会社㈱すずのきの影響により、また㈱パレモは店 

舗数の増加により増収となり、㈱鈴丹及び㈱モリエの減収をカバーし、営業収益は１３３,５９９百万円(前期比４. 

３％増)となった。一方、営業利益は、㈱パレモ、㈱鈴丹及び㈱モリエが営業増益となったが、㈱さが美が営業赤字と 

なり、２,０２８百万円(前期比２０.２％減)となった。 

  

④金融 

金融（今期より「その他」から分離）は、㈱ＵＣＳの営業収益が会員増加により増加し、営業収益は２１,８３３百 

万円(前期比４４.０％増)となり、営業利益は㈱ＵＣＳの増益により４,６７５百万円(前期比２１.０％増)となった。 

  

(注) 1.上記の数値のうち、セグメント別の営業収益には、売上高及び営業収入を含み、また、セグメント間の取引を 

含んでいる。 

     2.記載金額は、すべて消費税等を含まない金額としている。 

 



(2) キャッシュ・フロー 

当期の現金及び現金同等物の期末残高は、営業活動によるキャッシュ・フローの収入よりも、投資活動によるキャ 

ッシュ・フローの支出と財務活動によるキャッシュ・フローの支出が上回り、前期末残高に比べ５,９８３百万円減少 

し、１０２,１２０百万円となった。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フロー収入は、前期比３７,１９４百万円増加し６９,６３５百万円となった。税金等 

調整前当期純利益は、前期と比べ１７，１８８百万円減少し、当期は２９,２６５百万円となった。また、非支出項目 

の減損損失が前期に比べ３７,９０５百万円減少した。一方、仕入債務の増減額が前期と比べ２４,６８１百万円減少 

し、非収入項目の退職給付引当金の増減が前期に比べ４９,９８９百万円減少した。法人税等の支払額は前期よりも２, 

３９６百万円増加して、１５，７８０百万円となった。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは前期と比較すると、前期にあった関係会社事業譲渡による資金流出３,１４８ 

百万円がなくなったが、有形固定資産の取得による支出が前期より９,５７０百万円増加し５７,５７２百万円となり、 

定期預金の預入による支出も前期より２,７６１百万円増加し４,２５２百万円となった。その結果、前期と比べ１２, 

８７４百万円の支出額の増加となった。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

有利子負債（短期借入金、長期借入金、コマーシャルペーパー、社債）をトータルすると、前期が２４,３７５百万 

円調達したことになり、当期は８,７９９百万円調達したことになる。預り保証金の純増減額が前期は３,３４８百万 

円の増加だったが、当期は２,５３２百万円の減少になった。当期は自己株式購入支出が大幅に増加し５,１７２百万 

円になったことなどにより、財務活動によるキャッシュ・フローは前期に比べ２９,０３０百万円減少し、４,５７６ 

百万円の支出となった。 

  



２【販売及び仕入の状況】 

  当連結会計年度より、事業の種類別セグメントの区分を変更している。詳細は、「第５ 経理の状況 １連結 

 財務諸表等 （１）連結財務諸表 注記事項 （セグメント情報）事業の種類別セグメント情報」の「（注）４． 

事業区分の方法の変更」に記載している。 

  

（１）営業収益 

（注）1.上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

2.営業収益は、売上高及び営業収入の合計額である。 

  

（２）仕入高 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

事業の種類別 
セグメント 

品 目 

前連結会計年度 
（自 平成17年2月21日 

  至 平成18年2月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年2月21日 

  至 平成19年2月20日） 

金額（百万円）
前年同期比

（％） 
金額（百万円） 

前年同期比
（％） 

総合小売業 

衣料品 １６５，８５２   101.5 １６３，３７３    98.5
住居関連品 １５９，２３８   100.0 １５９，０６８    99.9
食料品 ５０５，９９２     99.4 ５１５，８８８    102.0
その他 １１，７２０   103.0 １１，４１２    97.4
売上高 ８４２，８０３   100.0 ８４９，７４３   100.8
営業収入 ３６，８６０    104.8 ３８，４２７    104.3

計 ８７９，６６３   100.2 ８８８，１７０   101.0

コンビニエンス 
ストア 

住居関連品 ２０，３９９   117.5 ２３，９９８   117.6
食料品 ４２，１７４   114.6 ４６，９４４   111.3
その他 ４，７９４    101.5 ４，２８６     89.4
売上高 ６７，３６８   114.4 ７５，２２９   111.7
営業収入 １１６，８２２    99.0 １１５，３３０    98.7

計 １８４，１９０   104.2 １９０，５６０   103.5

専門店 

衣料品 １２０，４３１     99.5 １２５，２３８    104.0
その他 ６，６７１     120.0 ７，３８２     110.7

売上高 １２７，１０２   100.4 １３２，６２０   104.3
営業収入 ９６５   96.6 ９７９   101.4

計 １２８，０６８   100.4 １３３，５９９   104.3
金   融 １５，１６５   ― ２１，８３３   144.0
そ  の  他 １６，５０５   ― １６，５７４   100.4
小   計 １，２２３，５９３   101.0 １，２５０，７３９   102.2
消去又は全社 △ ２０，９５３   ― △ ２１，７９３   ―
合   計 １，２０２，６４０   101.0 １，２２８，９４６   102.2

事業の種類別 
セグメント 

品 目 

前連結会計年度 
（自 平成17年2月21日 

  至 平成18年2月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年2月21日 

  至 平成19年2月20日） 

金額（百万円）
前年同期比

（％） 
金額（百万円） 

前年同期比
（％） 

総合小売業 

衣料品 １０６，１９２   100.0 １０４，３９４    98.3
住居関連品 １１６，７１９    97.4 １１５，３１２    98.8
食料品 ４０７，９２２     99.3 ４１３，１３７     101.3
その他 １０，４７７    100.2 １０，０１１     95.5
計 ６４１，３１１   99.1 ６４２，８５６   100.2

コンビニエンス 
ストア 

住居関連品 １４，４８０       121.1 １７，０４４       117.7
食料品 ３３，３１０      118.5 ３６，９８５      111.0
その他  ３，３９３     101.9  ３，２４３      95.6
計   ５１，１８３      118.0   ５７，２７３      111.9

専門店 
衣料品 ５９，０７１    97.0 ５９，３０５    100.4
その他 ３，３８９   131.0 ３，４４３   101.6
計 ６２，４６０    98.4 ６２，７４９    100.5

金   融    １３９     ―    １１８      84.5
そ  の  他    ７４７     ―    ７２２      96.7
小   計 ７５５,８４３   100.1 ７６３,７１９   101.0
消去又は全社 △ ５９８   ― △ ５９２   ―
合   計 ７５５,２４５   100.1 ７６３,１２６   101.0



３【対処すべき課題】 

最近の経営環境を概観すると、景気が回復傾向を示す中、個人消費も緩やかな回復傾向を示している。このような 

状況において、小売業を営む当グループ（当社及び連結子会社）は業種・業態を越えた競争が一層激しくなり、既存 

店売上高の前年実績割れが続いている。このような売上が伸びない厳しい環境の中で勝ち残るためには、これまでの 

延長でなく、売上総利益率を上昇させ、新しい手法で経営コストを削減し、確実に利益が出る体質を作っていかなけ 

ればならないと考えている。 

各事業の種類別セグメントの当面の経営課題は以下のとおりである。 

  

  ＜総合小売業（ユニー㈱、㈱ユーストア等）＞ 

   ①店舗のスクラップアンドビルドや個店対応力強化のための改装投資 

   ②人的生産性向上のための店内組織、店内作業の見直しによる効率化 

   ③物流改革やＰＢ商品拡大による売上総利益率の改善と、仕入・在庫計画の精度向上による売価修正の削減 

  

  ＜コンビニエンスストア（㈱サークルＫサンクス等）＞ 

  ①組織統合や業務プロセスの最適化による経営効率の向上 

②収益性を重視した店舗開発や新規商品、オリジナル商品の開発による新顧客層の開拓 

  ③加盟店指導力及び商品開発力の強化 

  ④ニューコンセプトストアや新業態の育成 

  

  ＜専門店（㈱さが美、㈱パレモ、㈱鈴丹等）＞ 

①店舗のスクラップ＆ビルドと既設店の販売力強化により個店の収益力を高める 

②新業種、新業態の開発 

③商品開発力の強化による店舗の個性化 

  

 ＜金融（㈱ＵＣＳ等）＞ 

①㈱ＵＣＳにおいては、会員数の増加とＵＣＳカードの利用促進による取扱高の増加 

   ②コンプライアンス体制の強化 

  

 株式会社の支配に関する基本方針 

 ①基本方針の内容 

  当社グループは、当社、子会社３８社および関連会社１５社で構成され、主な事業内容として総合小売業、コン 

ビニエンスストアおよび各種専門店をチェーン展開する小売業および金融事業とその関連サービスを行う企業グル 

ープで構成されており、連結営業収益（売上高及び営業収入）は１兆２,２８９億円、パートタイマー等を含む連結 

ベースでの従業員数は４万人を超え、グループに上場会社８社を有し、グループ間のシナジー効果を追及し、企業 

価値の向上に努めている。 

 しかしながら、グループの中核である、当社を取巻く経営は、同業態との競合だけではなく、多様な業態間の競 

合と出店ラッシュによる新たな競合先の出現などにより厳しい環境のなかにあるが、当社としては、不採算店の閉 

鎖およびリロケーション、大型ショッピングセンターの開発によるテナント収益の拡大、お客様満足度の高い商品 

の開発、品揃えの最適化などの経営課題を遂行し、業績向上に努めていく。 

 こうした当社の経営基盤は、それぞれの店舗が存在する地域社会、地域社会におけるお客様、お客様への奉仕に 

やりがいを感ずる意欲の高い従業員、さらには、安全・安心・高品質な商品を効率よく提供していただける取引先 

などの数多くのステークホルダーとの強固な関係により成り立っており、この関係の維持さらには高度化こそが、 

当社および当社グループの企業価値の向上に資するものと考えている。 

  

②不適切な支配の防止のための取組み 

 当社は、前記①の当社の事業基盤に関する十分な理解なくしては、当社グループの企業価値を適正に判断するこ 

とはできないものと考えており、仮に、特定株主グループの議決権割合が２０％以上となるような大規模な当社株 

式の買付行為（以下、「大規模買付行為」という。）が発生した場合には、その買付提案が株主にとり妥当か否かに 



ついて、株主の皆様に適切にご判断いただくために、大規模買付をする者と当社取締役会の双方から、それぞれに 

必要かつ十分な情報が提供されることが不可欠と考える。 

そこで、当社は、当社グループの企業価値・株主共同の利益を向上させるため、前記①の基本方針に照らし不適 

切な支配の防止のための取組みとして、当社株式の大規模買付行為への対応方針（買収防衛策）を、平成１８年４ 

月１３日開催の取締役会で決議した。また、当買収防衛策は、平成１８年５月１６日開催の当社第３５回定時株主 

総会で取締役１２名が選任されたことを受けて、株主総会後に最初に開催された取締役会において継続することが 

決議されている。 

この買収防衛策の具体的内容は、こうした大規模買付行為に対して、ア）大規模買付をする者から、株主の皆様 

 のご判断に必要となる大規模買付行為に関する情報（経営方針や事業計画、前記①の多くのステークホルダーとの 

 強固な関係についての方針等）の提供を受けること、イ）当社取締役会が、その大規模買付行為を評価し、交渉・ 

協議・評価意見・代替案のできる期間を設けること等を要請するルールを策定した。また、このルールが遵守され 

ない場合には、株主の皆様の利益を保護する目的で一定の対抗措置を発動する可能性もあるとした。具体的な対抗 

措置については、新株予約権の無償割当等、会社法その他の法令及び当社定款により認められる措置のうち、その 

時点で相当と認められるものを選択することになる。 

 さらに当社は、平成１９年４月１８日開催の当社取締役会において、前記①の基本方針の内容に照らして、大規 

模買付行為への対応方針の見直しを行い、株主総会の承認を条件として買収防衛策を導入することとした。また、 

大規模買付行為に関する当社取締役会の対応の客観性を担保するため、外部の第三者で構成される「特別委員会」 

を設置するものである。なお、この新たな買収防衛策は、平成１９年５月１７日開催の当社第３６回定時株主総会 

で決議されている。 

  

③前記②の取組みについての取締役会の判断 

 当社取締役会は、前記②の取組みが当社の前記①の基本方針の内容に沿って策定され、取締役の地位の維持を目的 

とするものではなく、当社の企業価値・株主共同の利益の確保に資するものであると考える。 

  

４【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した経理の状況に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項 

は以下のとおりである。なお、文中の将来に関する事項は、当グループ（当社及び連結子会社）が有価証券報告書提 

出日現在において判断したものであり、変動する可能性がある。 

  

（１）売上高変動要因 

  当グループの売上高は一般消費者を対象とするものであり、景気や個人消費動向の他に冷夏暖冬といった天候不 

順や台風などの気象状況により大きな影響を受ける可能性がある。 

  

（２）競争の激化 

  当グループが営む小売業界は、近年相次ぐ商業施設のオープンにより競争が激化している。当グループの中心的 

な営業地域である中京地区においても、ショッピングモールや新たなコンビニエンスストアチェーンの出店が相次 

いでいる。今後もこの出店ラッシュは続く傾向にあり、当グループの経営成績や財政状態に影響を及ぼす可能性が 

ある。 

  

（３）法的規制等 

  当グループは、出店にあたっては大規模小売店舗立地法、商品の販売にあたっては景品表示法や産地表示の法令、 

商品の仕入れにあたっては独占禁止法や下請法、その他環境やリサイクル関連法の規制等を受けている。当グルー 

プはそれぞれ内部統制システムを構築し、法令遵守を徹底しているが、万一、これらの法令に違反する事由が生じ 

た場合は、企業活動が制限される可能性がある。また、法令に基づく各種規制事項の遵守のため、経営コストが増 

加する可能性がある。 

  

（４）個人情報の保護 

  個人情報の保護については、社内規程等の整備や従業員教育などにより、流出がないよう万全の体制をとってい 



るが、万一、個人情報が流出した場合には、当グループの社会的信用力が低下し、当グループの経営成績や財政状 

態に影響を及ぼす可能性がある。 

  

（５）災害等 

  当グループは、災害等の発生に対しては社内体制を整備し、緊急時の対応に備えているが、万一、大規模な地震 

や風水害等の自然災害が発生した場合、当グループの営業活動に著しい支障が生じ、経営成績や財政状態に影響を 

及ぼす可能性がある。 

  

５【経営上の重要な契約等】 

㈱サークルＫサンクス（連結子会社）は、加盟店との間で加盟店契約を結んでいる。 

  

  

６【研究開発活動】 

当グループは小売業を主業務としており、特記すべき研究活動は行っていない。 

  

  

７【財政状態及び経営成績の分析】 

 （１）当連結会計年度の経営成績の分析 

売上高が前期比２.３％増加し、売上総利益率も前期比０.１ポイント改善し２７.５％になった結果、売上総利益も 

２.７％増加して、２９２,１５８百万円となった。 

また、不動産賃貸収入と手数料収入がそれぞれ、前期比３.０％、１.０％増加した結果、営業収入が前期比１.４％ 

増加し１６７,２３５百万円となった。 

販売費及び一般管理費は、前期比１.６％増の４１２,２５１百万円となった。その結果、営業利益は８.２％増の４ 

７,１４２百万円となり、営業収益比営業利益率は前期より０.２ポイント改善して３.８％となった。 

営業外収益の内、受取利息や受取配当金が金利の上昇や企業業績の回復による増配により、前期より増加した。ま 

た営業外費用の内、解約損害金が前期に比べ３７０百万円増加し、２,０４４百万円になった。 

  

経常利益は、８.１％増の４４,９１５百万円になり、営業収益比経常利益率は前期の３.５％から３.７％になった。 

  

 特別利益には、解約補償金１,６１４百万円を含んでいる。特別損失としては主に、減損損失１１,０５７百万円と 

子会社会計方針変更差額１,２５７百万円及び利息返還損失引当金繰入額８３２百万円を計上した。 

  

税金等調整前当期純利益は、前期比３７.０％減の２９,２６５百万円となった。法人税等の負担額１６,３７０百万 

円、少数株主利益３,５９２百万円を控除し、当期純利益は、前期比４２.２％減の９,３０２百万円となった。 

  

(注) 記載金額は、すべて消費税等を含まない金額としている。 

  

（２）当連結会計年度の財政状態の分析 

当期末の連結総資産は、前期比１５,０７４百万円増加し、９６６,２２５百万円となった。また連結自己資本は、 

２４４,４３６百万円となり、前期比５,２９１百万円の増加となった。そのため、自己資本比率は０.２％上昇し、２ 

５.３％となった。連結有利子負債については３１０,５１４百万円で、前期比９,１１５百万円増加した。また、金融 

子会社の㈱ＵＣＳを除くと、前期比８１５百万円の増加に留まっている。 

また、１株当たりの純資産は、１,２９４円９３銭となり前期末に比べ２９円１３銭増加した。 



第３【設備の状況】 

  

１【設備投資等の概要】 

  

当グループ（当社及び連結子会社）では、良品廉価を基本的戦略とし、当連結会計年度は総合小売業を中心に全 

体で６７，０００百万円の設備投資を実施した。 

総合小売業においては、当社において、アピタ会津若松店・アピタ安城南店の新設、並びに既存店の活性化により、 

３３，２４５百万円の設備投資を行った。また、㈱ユーストアにおいても、大覚寺店の新設、並びに既存店の活性化 

により、１，８８８百万円の設備投資を行った。 

コンビニエンスストア事業においては、㈱サークルＫサンクスにおいて、店舗の新設、既存店の活性化、並びに情 

報システムの構築等により、２１，２１９百万円の設備投資を行った。 

専門店事業においては、㈱さが美において、店舗の新設、並びに既存店の活性化により、１，７５５百万円の設備 

投資を行った。また、㈱パレモにおいても、店舗の新設、既存店の活性化、並びに情報システムの構築等により、 

１，７９９百万円の設備投資を行った。また、㈱鈴丹においても、店舗の新設、並びに既存店の活性化により、 

８３２百万円の設備投資を行った。 

金融事業においては、㈱ＵＣＳにおいて、営業基盤設備の新設、並びに情報システムの構築等により、１，３３７ 

百万円の設備投資を行った。 

所要資金については、自己資金及び借入金を充当した。 

 



２【主要な設備の状況】 

  

当グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりである。 

  

（１）提出会社                               （平成１９年２月２０日現在） 

  

 

事業所名 

（所在地） 

事業の種類別 

セグメントの名称 
設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

従業員数 

（人） 建物及び 

構築物 

土地 

（面積㎡） 
その他 合計 

本社 

（愛知県稲沢市） 

総合小売業 

事務所 736 
1,072 

(98,505) 
137 1,945 

309 

[69] 

中京地区８９店舗 店舗等 74,509 

74,097 

(840,844) 

[632,363] 

57,447 206,054 
2,793 

[10,951] 

関東地区３４店舗 店舗等 33,903 

36,465 

(270,867) 

[495,776] 

15,867 86,236 
1,241 

[4,810] 

静岡地区１５店舗 店舗等 10,722 

7,713 

(85,153) 

[160,487] 

10,116 28,552 
606 

[2,054] 

北陸地区１８店舗 店舗等 14,549 

14,126 

(158,775) 

[329,685] 

4,876 33,552 
522 

[1,678] 

弥富物流センター 

（愛知県海部郡） 
配送センター 2,003 

1,230 

(38,454) 
194 3,428 4 



（２）国内子会社                              （平成１９年２月２０日現在） 

  

 

会社名 
事業所名 

（所在地） 

事業の種類別 

セグメントの名称 
設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数 

（人） 
建物及び 

構築物 

土地 

（面積㎡） 
その他 合計 

㈱ユーストア 

本社 

（愛知県稲沢市） 

総合小売業 

事務所 27 

98 

(654) 

[290] 

544 671 
316 

[28] 

７３店舗 店舗等 18,715 

23,082 

(173,798) 

[1,280,870] 

9,139 50,938 
748 

[3,852] 

㈱サークルＫサンクス
 

本社 

（東京都江東区） 

コンビニエンス 

ストア 

事務所 500 
145 

(1,424) 
1,095 1,741 1,583 

５，５２８店舗 店舗等 31,698 

6,970 

(74,091) 

[1,179,166] 

60,642 99,311 301 

配送センター 
配送 

センター 
235 

1,829 

(8,623) 

[3,431] 

53 2,117 ― 

㈱さが美 

本社 

（横浜市港南区） 

専門店 

事務所 2,048 
2,999 

(24,771) 
408 5,455 

282 

[116] 

５５７店舗 店舗等 1,342 
1,120 

(17,823) 
9,560 12,022 

1,317 

[1,708] 

配送センター 
配送 

センター 
0 ― 0 1 

47 

[28] 

㈱パレモ 

本社 

（愛知県稲沢市） 
専門店 

事務所 15 ― 220 236 
88 

[42] 

５２９店舗 店舗等 2,004 ― 6,637 8,642 
65 

[2,161] 

㈱鈴丹 

本社 

（名古屋市昭和区） 
専門店 

事務所 58 ― 93 152 79 

２８９店舗 店舗等 985 ― 46 1,032 
161 

[1,127] 

㈱ＵＣＳ 
本社 

（愛知県稲沢市） 
その他 事務所 44 ― 67 112 

142 

[173] 



  

（３）在外子会社                              （平成１９年２月２０日現在） 

  

（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、機械及び装置、車両運搬具、器具及び備品及び差入保証金（１年内回収予 

定分を含む）である。なお、金額には消費税等を含まない。 

   ２．面積のうち、(  )内の数字は所有部分、[  ]内の数字は賃借部分である。 

   ３．従業員数の[  ]は、臨時従業員数を外書している。 

   ４．当連結会計年度において、当社グループは減損損失１１，０５７百万円を計上している。 

  

 上記のほか、主要なリース設備として以下のものがある。 

（注）１．㈱パレモ、㈱鈴丹は当連結会計年度末現在において、主要なリース設備のリース契約残高を有していない。 

会社名 所在地 
事業の種類別 

セグメントの名称 
設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数 

（人） 
建物及び 

構築物 

土地 

（面積㎡） 
その他 合計 

ＵＮＹ（ＨＫ） 

Ｃｏ．，Ｌｔｄ． 

香港 

中環 
総合小売業 店舗等 288 ― 175 464 

309 

[95] 

会社名 設備の内容 リース期間 
年間リース料 

（百万円） 

リース契約残高 

（百万円） 

㈱ユーストア 

自家発電設備 １２年 333 1,936 

販売設備 ６年 2 9 

㈱サークルＫサンクス 販売設備及びレジ機器 他 ３～２０年 8,755 17,421 

㈱さが美 

ホストコンピュータ機器 ５年 209 468 

レジ機器及び事務機器 ５年 202 610 

㈱ＵＣＳ ＡＴＭ機器 ５年 78 116 



３【設備の新設、除却等の計画】 

  

当グループ（当社及び連結子会社）の設備投資については、連結会社各社が個別に策定している。 

当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改装等に係る投資予定額は、７９，２４５百万円であるが、その 

所要資金については、自己資金７５，２４５百万円及び借入金４，０００百万円を充当する予定である。 

重要な設備の新設、改装等の計画は、以下のとおりである。 

  

  

（注）１．金額には消費税等を含まない。 

２．ユニー㈱アピタ新潟亀田の店舗増床は、平成１９年１月閉鎖のユーホーム新潟亀田店跡に専門店を導入す 

るテナント増床である。 

３．経常的な設備の更新のための除・売却を除き、重要な設備の除・売却の計画はない。 

会社名 

事業所名 
所在地 

事業の種類別 

セグメント 

の名称 

設備の 

内容 

投資予定金額 
資金調達 

方法 

着手及び完成予定 

総額 

（百万円） 

既支払額 

（百万円）

着手 

平成 年 月 

完了 

平成 年 月 

ユニー㈱ 

けやきウォーク前橋店 

（アピタ前橋店） 

群馬県前橋市 総合小売業 店舗 18,489 13,953 
自己資金 

及び借入金 
１８.３ １９.３ 

ユニー㈱ 

リバーサイド千秋店 

（アピタ長岡店） 

新潟県長岡市 総合小売業 店舗 8,199 4,136 
自己資金 

及び借入金 
１８.５ １９.４ 

ユニー㈱ 

アピタ新潟亀田店 
新潟市江南区 総合小売業 

店舗 

増床 
395 ― 

自己資金 

及び借入金 
１８.８ １９.上期 

ユニー㈱ 

アピタ金沢西店 
石川県金沢市 総合小売業 店舗 6,947 770 

自己資金 

及び借入金 
１９.２ １９.下期 

ユニー㈱ 

アクアウォーク大垣店 

（アピタ大垣店） 

岐阜県大垣市 総合小売業 店舗 8,958 1,564 
自己資金 

及び借入金 
１８.１１ １９.下期 

㈱ユーストア 

中里店 
静岡県焼津市 総合小売業 店舗 1,043 460 自己資金 １８．８ １９.３ 

㈱サークルＫサンクス ― 
コンビニエンス

 

ストア 
システム 4,662 542 自己資金 ― ― 

㈱サークルＫサンクス 

岡崎鴨田店ほか 
愛知県岡崎市ほか 

コンビニエンス
 

ストア 
店舗 18,135 2,516 自己資金 ― ― 

㈱さが美 

高松店ほか 
香川県高松市ほか 専門店 店舗等 1,272 195 自己資金 ― ― 

㈱パレモ 

ＧＦ中間店ほか 
福岡県中間市ほか 専門店 店舗等 1,850 13 

自己資金 

及び借入金 
― ― 

㈱鈴丹 

SI2C前橋けやきウォー
 

ク店ほか 

群馬県前橋市ほか 専門店 店舗等 1,055 7 
自己資金 

及び借入金 
― ― 

㈱ＵＣＳ ― その他 システム 1,250 ― 
自己資金 

及び借入金 
― ― 

UNY(HK)Co．，Ltd. 
QuarryBay 

Hongkong 
総合小売業 

店舗 

活性化 
633 ― 自己資金 １９．２ １９.４ 

ユニー㈱及び 

  ㈱ユーストア 
― 総合小売業 

店舗 

活性化 
6,357 ― 

自己資金 

及び借入金 
― ― 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

  

②【発行済株式】 

  

（２）【新株予約権等の状況】 

  

該当事項なし。 

  

（３）【ライツプランの内容】 

  

該当事項なし。 

  

  

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）新株引受権の権利行使による増加である。 

 

種類 発行可能株式総数 （株） 

普通株式 ６００，０００，０００ 

計 ６００，０００，０００ 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 提出日現在発行数（株） 上場証券取引所名 

内容 
（平成19年2月20日現在）  （平成19年5月17日現在） 又は登録証券業協会名 

普通株式 １８９，２９５，４８３ 同 左 

東京証券取引所市場 

第一部 
― 

名古屋証券取引所市場 

第一部 

計 １８９，２９５，４８３ 同 左 ― ― 

年 月 日 

発行済株式 発行済株式 資本金 資本金 資本準備金 資本準備金 

総数増減数 総数残高 増減額 残高 増減額 残高 

（千株） （千株） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 

平成3年2月21日～ 

１３４ １８９，２９５ １０３ １０,１２９ １０３ ４９，４８５ 平成4年2月20日 

（注） 



（５）【所有者別状況】                                                         （平成１９年２月２０日現在） 

（注）１．自己株式５０８，６６５株は「個人その他」に５０８単元、「単元未満株式の状況」に６６５株含まれて 

     いる 

   ２．「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が１単元含まれている。 

（６）【大株主の状況】 

（平成１９年２月２０日現在） 

（注）１．信託銀行の所有株式数には、証券投資信託財産等の信託財産を以下のとおり含んでいる。 

  

区 分 

株式の状況（１単元の株式数 １，０００株） 単元未満 

株式の状況 

（株） 

政府及び地 
金融機関 証券会社 

その他 外国法人等 個人 

その他 
計 

方公共団体 の法人 個人以外 個人 

株主数 
―  81 30 634 318 1 3,185 4,249 ― 

（人） 

所有株式数 
― 84,863 4,540 25,492 56,543 4 16,726 188,168 1,127,483 

（単元） 

所有株式数 

― 45.10 2.41 13.55 30.05 0.00 8.89 100.00 ― の割合 

（％） 

氏名又は名称 住    所 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総数に

対する所有 

株式数の割合 

（％） 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 

（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目１１－３ 17,808 ９.４ 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 

（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８－１１ 9,814 ５.２ 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６  8,508 ４.５ 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 6,892 ３.６ 

あいおい損害保険株式会社 東京都渋谷区恵比寿１丁目２８－１ 6,001 ３.２ 

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目１３－１ 5,000 ２.６ 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 

（信託口4） 
東京都中央区晴海１丁目８－１１ 4,948 ２.６ 

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２－１ 3,818 ２.０ 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９－１ 3,520 １.９ 

オーエム０４ エスエスビー クライアント 

オムニバス 338 PITT STREET SYDNEY NSW 2000  

AUSTRALIA 

（東京都千代田区丸の内１丁目３番２号） 

3,439 １.８ 
（常任代理人 株式会社三井住友銀行 

 資金証券サービス部） 

計 ― 69,752 ３６.８ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） １７，８０８千株 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） ９，８１４千株 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４） ４，９４８千株 

オーエム０４ エスエスビー クライアント オムニバス ３，４３９千株 



  

２．株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから平成１８年１１月１５日付で提出された大量保有報告書（変更 

報告書）により、平成１８年１０月３１日現在で以下の株式を共同保有している旨の報告を受けたが、当社 

として当事業年度末現在における実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況は株主名簿によ 

っている。なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりである。 

  

  

３．フィデリティ投信株式会社から平成１９年３月２２日付で提出された大量保有報告書（変更報告書）により、 

平成１９年３月１５日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けたが、当社として当事業年度末現在 

における実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況は株主名簿によっている。 

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりである。 

  

  

４．ゴールドマン・サックス証券株式会社から平成１９年４月６日付で提出された大量保有報告書（変更報告書） 

により、平成１９年３月３０日現在で以下の株式を共同保有している旨の報告を受けたが、当社として当事 

業年度末現在における実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況は株主名簿によっている。 

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりである。 

  

氏名又は名称 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総数に対する 

所有株式数の割合（％） 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 6,892 3.64 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 3,062 1.62 

三菱ＵＦＪ証券株式会社 135 0.07 

三菱ＵＦＪセキュリティーズインターナショナル 24 0.01 

三菱ＵＦＪ投信株式会社 319 0.17 

エム・ユー投資顧問株式会社 55 0.03 

氏名又は名称 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総数に対する 

所有株式数の割合（％） 

フィデリティ投信株式会社 14,761 7.80 

氏名又は名称 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総数に対する 

所有株式数の割合（％） 

Goldman  Sachs  International 1,478 0.78 

Goldman  Sachs  Asset  Management, L.P. 5,877 3.10 

Goldman  Sachs  &  Co. 0 0.00 

ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント株式会社 3,053 1.61 



（７）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（平成１９年２月２０日現在） 

（注）１.「完全議決権株式（その他）」の「株式数」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれて 

いるが、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数1個は含まれていない。 

２.「単元未満株式数」の欄には、当社所有の自己保有株式及び相互保有株式が次のとおり含まれている。 

  

②【自己株式等】 

（平成１９年２月２０日現在） 

  

  

（８）【ストックオプション制度の内容】 

  

該当事項なし。 

 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

― ― 
普通株式 508,000 

（相互保有株式） 

普通株式 100,000 

完全議決権株式（その他） 普通株式 187,560,000 187,559 ― 

単元未満株式 普通株式 1,127,483 ― 一単元（1,000株）未満の株式 

発行済株式数 189,295,483 ― ― 

総株主の議決権 ― 187,559 ― 

自己保有株式   665株 

相互保有株式 カネ美食品株式会社 775株 

所有者の氏名又は 

名称 
所有者の住所 

自己名義所有 

株式数 （株） 

他人名義所有 

株式数 （株） 

所有株式数 

の合計（株） 

発行済株式 

総数に対する 

所有株式数 

の割合 （％） 

（自己保有株式）           

ユニー株式会社 愛知県稲沢市天池 508，000 ― 508，000 ０．２７ 

  五反田町１番地         

（相互保有株式）           

カネ美食品株式会社 愛知県名古屋市 100，000 ― 100，000 ０．０５ 

  天白区中坪町９０番地         

計 ― 608，000 ― 608，000 ０．３２ 



  

２【自己株式の取得等の状況】 

  【株式の種類等】 

  （１）【株主総会決議による取得の状況】 

  

     該当事項なし。 

  

  （２）【取締役会決議による取得の状況】 

  

     該当事項なし。 

  

  （３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  

     旧商法第２２１条第６項による取得 

     

     会社法第１５５条第７号による取得 

 （注）当期間における取得自己株式には、平成１９年４月２１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の 

    買取りによる株式数は含めていない。 

  

  （４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 （注）当期間における保有自己株式には、平成１９年４月２１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の 

    買取りによる株式数は含めていない。 

      

    

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円） 

当事業年度における取得自己株式 ２５，００５   ４６   

当期間における取得自己株式 － － 

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円） 

当事業年度における取得自己株式 ５２，２３０   ８５   

当期間における取得自己株式 １３，３７７   ２１   

区 分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価格の総額 

株式数（株） 
処分価格の総額 

（百万円） （百万円） 

引き受ける者の募集を行った 
－ － － － 

取得自己株式 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る 
－ － － － 

移転を行った取得自己株式 

その他（単元未満株式の買増請求） ３，５６７ ４ ２，０１５ ２ 

保有自己株式数 ５０８，６６５ － ５２０，０２７ － 



３【配当政策】 

配当については、安定的な配当を継続して行うことを基本としつつ、企業体質の一層の強化、並びに将来の 

事業展開に備えるための内部留保の充実などを勘案して行うことを基本方針としている。 

また、毎事業年度における配当の回数については、中間配当及び期末配当の年２回を基本方針としている。 

これらの配当決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は定時株主総会である。 

当事業年度においては、期末配当金を普通配当金９円とし、年間配当金は中間配当金９円を加えた１８円とし 

た。 

内部留保資金の使途については、店舗設備等の設備投資に充当することとしている。 

なお、当社は会社法第４５４条第５項に規定する中間配当ができる旨を定款に定めている。 

（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりである。 

  

  

４【株価の推移】 

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

 

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たりの配当額（円） 

平成１８年１０月１０日 
１，６９９   ９   

取締役会 

平成１９年５月１７日 
１，６９９   ９   

定時株主総会 

      

回 次 第３２期 第３３期 第３４期 第３５期 第３６期 

決算年月 平成15年2月 平成16年2月 平成17年2月 平成18年2月 平成19年2月 

最 高 （円） １，５１０ １，４０４ １，４７６ １，９４５ ２，０８５ 

最 低 （円） ９６７ ８５０ １，０３１ １，１６０ １，３１２ 

月 別 平成18年9月 10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 

最 高 （円） １，７１９ １，５９５ １，４８０ １，５０５ １，６２４ １，６４０ 

最 低 （円） １，５６１ １，４２０ １, ３１２ １，３２３ １，５０６ １, ５５５ 



５【役員の状況】 

次へ 

役 名 職 名 氏 名 生年月日 略   歴 任期 

所有 

株式数 

（千株） 

取締役   佐々木孝治 昭和21年 昭和４４年３月 ㈱西川屋チエン入社 （注）２ ４６

会長     9月8日生 平成 ４年９月 住関本部本部長    

        平成 ６年５月 当社取締役就任    

        平成 ９年５月 当社代表取締役社長就任    

        平成１９年２月 当社取締役会長就任（現任）    

代表   前村哲路 昭和24年 昭和４７年３月 ユニー㈱入社 （注）２ １０

取締役     7月24日生 平成１３年２月 北陸本部本部長    

社長       平成１３年５月 当社取締役就任    

        平成１８年２月 当社常務取締役就任    

        平成１９年２月 当社代表取締役社長就任（現任）    

専務 グループ 都築義明 昭和21年 昭和４４年３月 ㈱ほていや入社 （注）２ ２０

取締役 担当   4月29日生 昭和６０年３月 財務部長    

（専務       平成 ３年５月 当社取締役就任    

執行役       平成１３年２月 当社常務取締役就任    

員）       平成１５年２月 グループ担当就任（現任）    

        平成１６年２月 当社専務取締役就任（現任）    

常務 業務本部長 磯見洋 昭和21年 昭和４４年３月 ㈱西川屋チエン入社 （注）２ １４

取締役     11月30日生 平成 ５年７月 中京本部アピタ運営部長    

（常務       平成 ７年５月 当社取締役就任    

執行役       平成１５年２月 業務本部本部長（現任）    

員）       平成１６年２月 当社常務取締役就任（現任）    

常務 営業本部長 有末和彦 昭和22年 昭和４５年３月 ㈱西川屋チエン入社 （注）２ ６

取締役 兼関連事業   6月28日生 平成１４年２月 衣料本部本部長就任（現任）    

（常務 本部長     平成１５年５月 当社取締役就任    

執行役       平成１９年２月 当社常務取締役兼営業本部本部    

員）         長兼関連事業本部本部長就任    

          （現任）    

取締役 「カイゼン」 山口公明 昭和24年 昭和４３年３月 ㈱西川屋チエン入社 （注）２ ６

（執行 プロジェク   11月23日生 平成１３年２月 静岡本部本部長    

役員） ト担当     平成１３年５月 当社取締役就任（現任）    

        平成１７年２月 「カイゼン」プロジェクト担当
 

就任（現任） 

   

取締役 中京本部長 澁谷均 昭和24年 昭和４６年３月 ユニー㈱入社 （注）２ ４

（執行     1月3日生 平成１４年２月 中京本部本部長就任（現任）    

役員）       平成１５年５月 当社取締役就任（現任）    

取締役 食品本部長 小田忠 昭和24年 昭和４４年３月 ㈱西川屋チエン入社 （注）２ ４

（執行 兼コンセ部   5月22日生 平成１６年２月 食品本部本部長就任    

役員） 長     平成１８年２月 食品本部本部長兼コンセ部長
 

就任（現任） 

   

        平成１９年５月 当社取締役就任（現任）    



 

役 名 職 名 氏  名 生年月日 略   歴 任期 
所有
株式数 

（千株） 

取締役 開発本部長 大野正良 昭和24年 昭和４３年３月 ㈱西川屋チエン入社 （注）２ ３

（執行     8月22日生 平成１６年２月 開発本部本部長就任（現任）    

役員）       平成１９年５月 当社取締役就任（現任）    

取締役 関東本部長 前田三男 昭和25年 昭和４８年３月 当社入社 （注）２ ２

（執行     10月12日生 平成１９年２月 関東本部本部長就任（現任）    

役員）       平成１９年５月 当社取締役就任（現任）    

取締役 住関本部長 手塚文人 昭和28年 昭和５０年４月 当社入社 （注）２ １６

（執行     1月10日生 平成１７年２月 住関本部本部長就任（現任）    

役員）       平成１９年５月 当社取締役就任（現任）    

取締役   西川俊和 昭和26年 昭和５３年４月 当社入社 （注）２ ６６

      9月18日生 昭和６３年２月 世界デザイン博プロジェクト    

          チーフ    

        平成 元年５月 当社取締役就任（現任）    

        平成１３年２月 業務本部総務部長兼環境部長    

        平成１４年２月 ㈱ユーライフ代表取締役社長    

          就任（現任）    



（注）１．監査役纐纈和義及び丹下幾夫は、会社法第２条第１６号に定める「社外監査役」である。 

２．取締役の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結時 

  までである。 

３．監査役の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結時 

  までである。 

４．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第３２９条第２項に定める 

  補欠監査役を１名選任している。 

   （注）補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期の満了時までである。 

  

５．当社は、執行役員制度を導入しており、取締役会で選任された執行役員は次のとおりである。 

  ※印は取締役兼務者である。 

  

  

役 名 職 名 氏  名 生年月日 略   歴 任期 
所有

株式数 
（千株） 

監査役 常勤 森岡孝 昭和23年 昭和４７年３月 ユニー㈱入社 （注）３ ２

      9月8日生 平成１４年２月 中京本部中運営部長    

        平成１６年５月 当社常勤監査役就任（現任）    

        平成１６年５月 ㈱パレモ監査役就任（現在）    

        平成１６年５月 ㈱ＵＣＳ監査役就任（現任）    

監査役 常勤 吉田龍美 昭和28年 昭和５２年４月 ユニー㈱入社 （注）３ ２

      6月26日生 平成１９年２月 当社業務本部付部長就任    

        平成１９年５月 当社常勤監査役就任（現任）    

        平成１９年５月 ㈱さが美監査役就任（現任）    

監査役 非常勤 纐纈和義 昭和23年 昭和５４年４月 名古屋弁護士会登録 （注）３ １

      12月20日生 昭和５９年４月 纐纈法律事務所開設     

        平成１３年５月 当社監査役就任（現任）     

監査役 非常勤 丹下幾夫 昭和25年 平成元年３月 公認会計士登録 （注）３ －

      9月23日生 平成７年７月 丹下公認会計士事務所開設    

        平成７年７月 税理士登録    

        平成１９年５月 当社監査役就任（現任）     

計   ２１５

氏  名 生年月日 略   歴 任期

所有 
株式数 

（千株） 

南谷直毅 昭和40年3月11日生 平成５年４月 名古屋弁護士会登録 
（注） － 

    平成１１年９月 南谷法律事務所開設

役  名 氏  名 職  名 

※専務執行役員 都築義明 グループ担当 

※常務執行役員 磯見洋 業務本部長 

※常務執行役員 有末和彦 営業本部長兼関連事業本部長 

※執行役員 山口公明 「カイゼン」プロジェクト担当 

※執行役員 澁谷均 中京本部長 

※執行役員 小田忠 食品本部長兼コンセ部長 

※執行役員 大野正良 開発本部長 



  

役  名 氏  名 職  名 

※執行役員 前田三男 関東本部長 

※執行役員 手塚文人 住関本部長 

執行役員 玉越修市 開発本部 新店開発プロジェクト担当 

執行役員 越田次郎 経理財務部長 

執行役員 伊藤聡 人事教育部長 

執行役員 佐古則男 経営政策室長 

執行役員 加納昭義 北陸本部長 

執行役員 藤田敏 衣料本部長 

執行役員 松波輝世治 静岡本部長 

執行役員 安藤巳代治 開発本部関東開発担当部長 

執行役員 角田吉隆 情報システム部長 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、地域社会のお客様に良質で価値ある商品とサービス 

を提供し、中長期的な利益成長を遂げ、株主の期待に応えることであると認識している。 

 当社では、経営の透明性の向上とコンプライアンス遵守の経営を徹底する体制を整備している。また、企業倫理を 

社内に普及させるための種々の施策を展開している。 

  

（１）会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況等 

 ①会社の機関の基本説明 

 当社は、取締役・監査役制度に基づき、コーポレート・ガバナンスの充実を図っている。 

「取締役会」は、経営上の最高意思決定機関として原則月１回開催され、重要な業務に関する意思決定及び業務執行 

状況を監督している。 

また、取締役等で構成される「経営会議」が月１回開催され、通常の業務執行事案の審議・決定を行っている。 

  

②会社の機関・内部統制の関係を図示すると以下のようになる。 

  

 

 ※顧問弁護士及び監査法人等の第三者から、業務執行上の必要に応じ適宜アドバイスを受けている。 

  

③会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

 当社の内部統制システムについては、全社的統制機関として代表取締役社長を委員長とする「リスクマネジメント 

委員会」を設置し、リスクの洗い出し・管理および対応策の検討を行い、その下に「コンプライアンス委員会」を置 

き、当社のコンプライアンスに関する取組を統括している。 

 コンプライアンス委員会内に社内外からの通報を受けるヘルプライン委員会を置き通報の対応を図りつつ、必要に 

応じ「調査・査問委員会」を招集し、通報で寄せられた課題の実態調査及び対策の提言を行っている。 

 また、全従業員に毎年「企業倫理基準」を配布するとともに、２ヶ月毎に「月間コンプライアンステーマ」を定め 



倫理上の規範及び法令遵守の徹底を図っている。 

  

④内部監査及び監査役監査の状況 

 監査役は、社外監査役２名を含む４名で、「取締役会」・「経営会議」等の重要な会議に出席するほか、取締役等から 

営業状況の報告を受け、重要な決裁文書の閲覧を行い、監査部（内部監査部門）との連携により経営監視を行ってい 

る。監査部のメンバーはそれぞれ専門的知識を持っており、店舗、本部・地区本部及び子会社の業務監査を実施して 

いる。 

  

 ⑤会計監査の状況 

 当社は、以下の監査法人及び公認会計士と監査契約を結び会計監査を受けている。 

  当社の会計監査人である中央青山監査法人が業務停止処分を受けたため、笠松栄治公認会計士事務所 公認 

会計士 笠松栄治氏と公認会計士高須光事務所 公認会計士 高須 光氏を追加選任した。なお、中央青山 

監査法人は平成18年9月1日付でみすず監査法人に名称変更している。 

  

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は以下のとおりであり、なお、当社の監査業務を執行した会計士に 

７年を超える者はいない。 

なお、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士１８名、会計士補６名、その他７名である。 

  

 ⑥社外監査役との関係 

 社外監査役の纐纈和義、伊藤幸生の両氏は外部の有識者であり、第三者の立場から当社の意思決定に対し、適切な 

アドバイスを受けており、人的関係及び取引関係は一切ない。また、当社と会社法第４２３条第１項の賠償責任を限 

定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、金６５０万円と法令の定める最低限度額とのいず 

れか高い額となる。なお、現在、当社に社外取締役はいない。 

  

（２）リスク管理体制の整備の状況 

 当社のコンプライアンス及びリスクマネジメントの社内推進機関として、本社に代表取締役社長を委員長とする「リ 

スクマネジメント委員会」、地区本部に地区本部長を委員長とする「本部安全管理委員会」及び店舗に店長を委員長と 

する「店舗安全管理委員会」を設けている。 

「リスクマネジメント委員会」では、企業倫理及びリスク管理に関する事項全般について検討、対策を行い、「本部 

安全管理委員会」・「店舗安全管理委員会」では、企業倫理プログラム及びリスクマネジメントの実践機関としての活 

動を行っている。 

 

所属する会計事務所 業務執行をした公認会計士の氏名 

みすず監査法人（旧中央青山監査法人） 指定社員 業務執行社員 永田 昭夫 

みすず監査法人（旧中央青山監査法人） 指定社員 業務執行社員 井上 嗣平 

笠松栄治公認会計士事務所 公認会計士 笠松 栄治 

公認会計士高須光事務所 公認会計士 高須 光 



（３）役員報酬の内容 

 当期の取締役及び監査役に対する報酬等は以下のとおりである。 

   ・報酬                 取締役 ３１７百万円 

                       監査役  ４５百万円（内、社外監査役 ６百万円） 

   ・利益処分による役員賞与        取締役  ４２百万円 

                       監査役   ３百万円（内、社外監査役 ０百万円） 

（注）１．報酬の額には第３６回定時株主総会において決議された役員賞与７４百万円（取締役６７百万円、監査 

役６百万円）を含めている。 

    ２．平成１９年２月２６日に平成１９年２月２０日をもって辞任した取締役に対し、１７百万円の役員退職 

慰労金の支給をしているが、上記の報酬に含めていない。なお、当社は平成１７年５月１７日開催の第 

３４回定時株主総会において役員退職慰労金制度を廃止するとともに、役員辞任時に役員退職慰労金制 

度廃止日までの在任期間に応じた役員退職慰労金を支給すること、ならびにその具体的金額、方法等は 

取締役会に一任することを決議している。 

３．上記には、使用人兼務取締役の使用人としての給与及び賞与は含まれてない。 

  

（４）監査報酬の内容 

 当社の公認会計士法（昭和２３年法律第１０３号）第２条第１項に規定する業務に基づき支払った報酬等の額は、 

３６百万円である。 

  



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

  

（１）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和５１年 大蔵省令第２ 

８号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前連結会計年度（自平成１７年２月２１日 至平成１８年２月２０日）については、改正前の連結財 

務諸表規則に基づき、当連結会計年度（自平成１８年２月２１日 至平成１９年２月２０日）については、改 

正後の連結財務諸表規則に基づき作成している。 

  

（２）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和３８年 大蔵省令第５９号。 

以下「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前事業年度（自平成１７年２月２１日 至平成１８年２月２０日）については、改正前の財務諸表等 

規則に基づき、当事業年度（自平成１８年２月２１日 至平成１９年２月２０日）については、改正後の財務 

諸表等規則に基づき作成している。 

  

  

２．監査証明について 

  

当社は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づき、前連結会計年度（自平成１７年２月２１日 至平成１ 

８年２月２０日）及び前事業年度（自平成１７年２月２１日 至平成１８年２月２０日）の連結財務諸表及び 

財務諸表については、中央青山監査法人により監査を受け、当連結会計年度（自平成１８年２月２１日 至平 

成１９年２月２０日）及び当事業年度(自平成１８年２月２１日 至平成１９年２月２０日)の連結財務諸表及び 

財務諸表については、みすず監査法人、公認会計士 笠松栄治氏及び公認会計士 高須光氏により監査を受けて 

いる。 

なお、従来から当社が監査証明を受けている中央青山監査法人は、平成１８年９月１日に名称を変更し、 

みすず監査法人となった。 



１．【連結財務諸表等】 

（１）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

 

    前連結会計年度 

（平成１８年２月２０日） 

当連結会計年度 

（平成１９年２月２０日） 

区 分 
注記 

番号 

金額 

（百万円） 

構成比 

（％） 

金額 

（百万円） 

構成比 

（％） 

（資産の部）           

Ⅰ流動資産           

１ 現金及び預金 ※１ ９４，５０３   ８９，４８０   

２ 受取手形及び売掛金   ４０，１８６   ４５，０２９   

３ 有価証券   １４，８０２   １４，１１１   

４ たな卸資産   ６４，７１４   ６２，４０４   

５ 繰延税金資産   ５，２０５   ６，２０７   

６ その他   ７４，１５３   ８１，７６７   

７ 貸倒引当金   △ ２，５１９   △３，０５８   

  流動資産合計   ２９１，０４５ ３０．６ ２９５，９４３ ３０．６ 

            

Ⅱ固定資産           

（１）有形固定資産 ※２         

１ 建物及び構築物 ※１ ２０３，０６５   １９９，５８８   

２ 器具及び備品   １２，９３５   １１，３４１   

３ 土地 ※１ １６２，７７１   １８１，１３０   

４ 建設仮勘定   ６，７９１   １３，０１７   

５ その他   ５，８０２   ５，１１５   

  有形固定資産合計   ３９１，３６６ (４１．１) ４１０，１９４ (４２．５) 

（２）無形固定資産           

１ のれん   ―   １９，７９１   

２ 借地権   ８，９８５   ―   

３ 連結調整勘定   ２０，２１２   ―   

４ その他   １０，７７７   １９，１８０   

  無形固定資産合計   ３９，９７４ ( ４．２) ３８，９７２ ( ４．０) 

（３）投資その他の資産           

１ 投資有価証券 ※３ ３６，２４４   ３４，１３３   

２ 長期貸付金   ２，４８６   １，９４８   

３ 繰延税金資産   １２，６０９   １１，６３８   

４ 長期差入保証金 ※１ １６１，２０４   １５４，７４９   

５ その他 ※３ １９，６０４   ２１，７９２   

６ 貸倒引当金   △ ３，３８３   △３，１４５   

  投資その他の資産合計   ２２８，７６４ (２４．１) ２２１，１１５ (２２．９) 

  固定資産合計   ６６０，１０５ ６９．４ ６７０，２８２ ６９．４ 

  資産合計   ９５１，１５１ １００．０ ９６６，２２５ １００．０ 

              



  

  前連結会計年度 

（平成１８年２月２０日） 

当連結会計年度 

（平成１９年２月２０日） 

区 分 
注記 

番号 

金額 

（百万円） 

構成比 

（％） 

金額 

（百万円） 

構成比 

（％） 

（負債の部）           

Ⅰ流動負債           

１ 支払手形及び買掛金   １１１，２５８   １１１，５７０   

２ 短期借入金   ２０，１１２   ２４，７１６   

３ １年内償還予定社債   １０，０００   ５，０００   

４ １年内返済予定長期借入金 ※１ ２０，１５４   ４７，４７４ 
  

５ コマーシャルペーパー   ６７，０００   ５９，５００ 

６ 未払金   ２７，５５７   ２６，５７６   

７ 未払法人税等   ８，８５２   １０，０９４   

８ 役員賞与引当金   ―   １８３   

９ 賞与引当金   ４，１２８   ４，８２９   

10 販売促進引当金   ４７８   ７４８   

11 その他   ５９，６４９   ６４，７５３   

  流動負債合計   ３２９，１９２ ３４．６ ３５５，４４６ ３６．８ 

            

Ⅱ固定負債           

１ 社債   ２０，０００   １５，０００   

２ 長期借入金 ※１ １６４，１３１   １５８，８２３   

３ 繰延税金負債   ０   ９９   

４ 再評価に係る繰延税金負債   ８５   ８５   

５ 退職給付引当金   １４，０１１   １１，２４６   

６ 利息返還損失引当金   －   １，６６９   

７ 預り保証金   ５７，７９２   ５５，５８８   

８ その他   ３，６２９   ３，９７５   

  固定負債合計   ２５９，６５０ ２７．３ ２４６，４８７ ２５．５ 

  負債合計   ５８８，８４２ ６１．９ ６０１，９３４ ６２．３ 

            

（少数株主持分）           

Ⅰ少数株主持分   １２３，１６３   －   

  少数株主持分合計   １２３，１６３ １３．０ － － 

（資本の部）           

Ⅰ資本金 ※８ １０，１２９ １．１ － － 

Ⅱ資本剰余金   ４９，４８６ ５．２ － － 

Ⅲ利益剰余金   １７１，９０７ １８．１ － － 

Ⅳ土地再評価差額金 ※７ △１，３４３ △ ０．２ － － 

Ⅴその他有価証券評価   
９，８６９ １．０ － － 

 差額金   

Ⅵ為替換算調整勘定   △  ３０３ △ ０．００ － － 

Ⅶ自己株式 ※９ △  ６００ △ ０．１ － － 

  資本合計   ２３９，１４５ ２５．１ － － 

  負債、少数株主持分           

  及び資本合計   ９５１，１５１ １００．０ － － 



  

 

            



  

        
    前連結会計年度 当連結会計年度

    （平成１８年２月２０日） （平成１９年２月２０日） 

区 分 
注記 

番号 

金額 構成比 金額 構成比 

（百万円） （％） （百万円） （％） 

(純資産の部)           
Ⅰ株主資本           
 1資本金   ― ― １０，１２９ 1.1 
 2資本剰余金   ― ― ４９，４８６ 5.1 

 3利益剰余金   ― ― １７７，１６５ 18.3 

 4自己株式   ― ― △ ７１５ △0.1 
株主資本合計   ― ― ２３６，０６５ 24.4 

            
Ⅱ評価・換算差額等           

1その他有価証券評価差額金   ― ― ９，５６１ 1.0 
 2繰延ヘッジ損益   ― ― ４６ 0.0 

3土地再評価差額金   ― ― △ ９０３ △0.1 
4為替換算調整勘定   ― ― △ ３３２ △0.0 

評価・換算差額等合計   ― ― ８，３７１ 0.9 
            
Ⅲ少数株主持分   ― ― １１９，８５３ 12.4 

純資産合計   ― ― ３６４，２９１ 37.7 
負債及び純資産合計   ― ― ９６６，２２５ 100.0 

      



②【連結損益計算書】 

    前連結会計年度 

（自 平成１７年２月２１日 
 至 平成１８年２月２０日） 

当連結会計年度 

（自 平成１８年２月２１日 
 至 平成１９年２月２０日） 

区 分 
注記 

番号 

金額 

（百万円） 

百分比 

（％） 

金額 

（百万円） 

百分比 

（％） 

Ⅰ売上高     1,037,764 100.0   1,061,711 100.0 

Ⅱ売上原価     753,151 72.6   769,552 72.5 

売上総利益     284,613 27.4   292,158 27.5 

Ⅲ営業収入               

１ 不動産賃貸収入   37,704     38,832     

２ 手数料収入   127,171 164,875 15.9 128,402 167,235 15.8 

  営業総利益     449,488 43.3   459,394 43.3 

Ⅳ販売費及び一般管理費               

１ 貸倒引当金繰入額   583     2,806     

２ 従業員給料手当   111,294     113,060     

３ 役員賞与引当金繰入額   ―     183     

４ 賞与引当金繰入額   4,128     4,829     

５ 退職給付引当金繰入額   7,586     2,993     

６ 賃借料   87,934     90,195     

７ 減価償却費   29,256     26,681     

８ その他   165,124 405,908 39.1 171,501 412,251 38.9 

  営業利益     43,580 4.2   47,142 4.4 

Ⅴ営業外収益               

１ 受取利息   698     959     

２ 受取配当金   242     383     

３ 持分法による投資利益   317     253     

４ 受取営業補償金   591     456     

５ その他   1,667 3,516 0.3 1,877 3,930 0.4 

Ⅵ営業外費用               

１ 支払利息   3,166     3,396     

２ 解約損害金   1,674     2,044     

３ その他   703 5,544 0.5 716 6,157 0.6 

  経常利益     41,552 4.0   44,915 4.2 

Ⅶ特別利益               

１ 固定資産売却益 ※1 773     600     

２ 投資有価証券売却益   96     387     

３ 前期損益修正益   167     272     

４ 厚生年金基金代行部分返上益   53,720     ―     

５ 解約補償金   ―     1,614     

６ 持分変動益   1,441     ―     

７ 事業譲渡益   1,025     ―     

８ 預託金債務免除益   5,111     ―     

９ その他   112 62,447 6.0 414 3,288 0.3 

Ⅷ特別損失               

１ 固定資産処分損 ※2 3,088     3,596     

２ 店舗閉鎖損   752     968     

３ 投資有価証券評価損   198     277     

４ 商品評価方法変更差額  2 370   ―   



 

５ 減損損失 ※3 48,962     11,057     

６ 子会社会計方針変更差額   ―     1,257     

７ 利息返還損失引当金繰入額   ―     832     

８ その他   2,172 57,546 5.5 949 18,938 1.7 

                



  

    前連結会計年度 
（自 平成１７年２月２１日 

 至 平成１８年２月２０日） 

当連結会計年度 
（自 平成１８年２月２１日 

 至 平成１９年２月２０日） 

区 分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

百分比 
（％） 

金額 
（百万円） 

百分比 
（％） 

税金等調整前当期純利益     46,454 4.5   29,265 2.8 

法人税、住民税及び事業税   13,604     15,913     

法人税等調整額   10,292 23,897 2.3 456 16,370 1.5 

少数株主利益     6,455 0.6   3,592 0.4 

当期純利益     16,101 1.6   9,302 0.9 

                



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

 ［連結剰余金計算書］ 

 

    前連結会計年度 

（自 平成１７年２月２１日 

至 平成１８年２月２０日） 

区 分 
注記 

番号 

金額 

（百万円） 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ資本剰余金期首残高     49,486 

Ⅱ資本剰余金増加高       

 自己株式処分差益   0 0 

Ⅲ資本剰余金期末残高     49,486 

        

（利益剰余金の部）       

Ⅰ利益剰余金期首残高     159,704 

        

Ⅱ利益剰余金増加高       

   当期純利益   16,101 16,101 

          

Ⅲ利益剰余金減少高       

 １ 配当金   3,374   

 ２ 役員賞与   134   

 ３ 土地再評価差額金取崩に伴う   
390 3,899 

   剰余金減少高   

        

Ⅳ利益剰余金期末残高     171,907 

        



［連結株主資本等変動計算書］ 

当連結会計年度(自 平成18年2月21日 至 平成19年2月20日)              （単位：百万円） 

項 目 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年2月20日残高 10,129 49,486 171,907 △600 230,922 

連結会計年度中の変動額           

剰余金の配当     △3,399   △3,399 

役員賞与の支払い     △111   △111 

新規連結に伴う剰余金の増減     △91   △91 

土地再評価差額金取崩     △441   △441 

当期純利益     9,302   9,302 

自己株式の取得       △131 △131 

自己株式の処分   0   4 5 

持分法適用関連会社の持分率変動による差額       11 11 

株主資本以外の項目の連結会計年度中の 

期間中の変動額（純額） 
          

連結会計年度中の変動額合計 － 0 5,257 △114 5,143 

平成19年2月20日残高 10,129 49,486 177,165 △715 236,065 

  

項 目 

評価・換算差額等 

少数株主 

持分 

その他有価証券 繰延ヘッジ 土地再評価 為替換算 

評価差額金 損益 差額金 調整勘定 

平成18年2月20日残高 9,869 － △1,343 △303 123,163 

連結会計年度中の変動額           

剰余金の配当           

役員賞与の支払い           

新規連結に伴う剰余金の増減           

土地再評価差額金取崩           

当期純利益           

自己株式の取得           

自己株式の処分           

持分法適用関連会社の持分率変動による差額           

株主資本以外の項目の連結会計年度中の 

変動額（純額） 
△307 46 439 △29 △3,310 

連結会計年度中の変動額合計 △307 46 439 △29 △3,310 

平成19年2月20日残高 9,561 46 △903 △332 119,853 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    前連結会計年度
（自 平成17年2月21日 
 至 平成18年2月20日） 

当連結会計年度
（自 平成18年2月21日 

   至 平成19年2月20日） 

区 分 
注記
番号 

金額
（百万円） 

金額
（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー           

1 税金等調整前当期純利益   ４６，４５４   ２９，２６５   

2 減価償却費   ２９，２５６   ２６，６８１   

3 減損損失   ４８，９６２   １１，０５７   

4 連結調整勘定償却額   １，７９０   ―   

5 のれん償却額   ―   ２，３３０   

6 貸倒引当金の増減額   △ ２９６   ４７３   

7 事業譲渡益   △ １，０２５   ―   

8 預託金債務免除益   △ ５，１１１   ―   

9 退職給付引当金の増減額   △ ５２，７５４   △ ２，７６５   

10 受取利息及び受取配当金   △ ９４０   △ １，３４３   

11 支払利息   ３，１６６   ３，３９６   

12 持分法投資損益   △ ３１７   △ ２５３   

13 固定資産処分損   ３，０８８   ３，５９６   

14 売上債権の増減額   △ ３，０７５   △ ４，９２５   

15 たな卸資産の増減額   １，０７７   ２，３７２   

16 仕入債務の増減額   △ ２５，１４０   △ ４５８   

17 未払金の増減額   ５５４   ５８０   

18 役員賞与の支払額   △ １８７   △ １５７   

19 その他   ２，４８４   １７，７０４   

小  計   ４７，９８７   ８７，５５５   

20 利息及び配当金の受取額    ８２７   １，１４８   

21 利息の支払額   △ ２，９８９   △ ３，２８８   

22 法人税等の支払額   △ １３，３８３   △ １５，７８０   

営業活動によるキャッシュ・フロー   ３２，４４１   ６９，６３５   

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー           

1 有形固定資産の取得による支出   △ ４８，００２   △ ５７，５７２   

2 有形固定資産の売却による収入     ４，２２１   ３，０８０   

3 差入保証金支出   △ １２，５５５   △ ９，７０２   

4 差入保証金回収収入   ９，１２７   ８，９５０   

5 新規連結子会社の取得による収入   ３９０   １１５   

6 事業譲渡による資金流出   △ ３，１４８   ―   

7 定期預金の預入による支出   △ １，４９１   △ ４，２５２   

8 定期預金の払戻による収入    １，７６４   １，２８３   

9 その他   △ ９，９７４   △ １４，４４５   

投資活動によるキャッシュ・フロー   △ ５９，６６７   △ ７２，５４２   

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー           

1 短期借入金の純増減額   ５，９６６   ４，４８５   

2 コマーシャルペーパー純増減額   １２，０００   △ ７，５００   

3 長期借入れによる収入   ５０，１００   ４２，２８０   

4 長期借入金の返済による支出   △ ３８，６９１   △ ２０，４６６   

5 社債の償還による支出   △ ５，０００   △ １０，０００   

6 連結子会社の株式発行による収入   ２，６２３   ―   



 

7 預り保証金の純増減額   ３，３４８   △ ２，５３２   

8 配当金の支払額   △ ３，３７４   △ ３，３９９   

9 少数株主への配当金の支払額   △ ２，２７３   △ ２，２７８   

10 自己株式購入支出   ―   △ ５，１７２   

11 その他   △ ２４３   ６   

財務活動によるキャッシュ・フロー    ２４，４５４   △ ４，５７６   

   



次へ  

    前連結会計年度
（自 平成17年2月21日 

  至 平成18年2月20日） 

当連結会計年度
（自 平成18年2月21日 

  至 平成19年2月20日） 

区 分 
注記
番号 

金額
（百万円） 

金額 
（百万円） 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   ２７２   △ １８   

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   △ ２，４９９   △ ７，５０１   

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   １１０，６０３   １０８，１０３   

Ⅶ 新規連結子会社の 
    現金及び現金同等物の期首残高   ―   １，５１８   

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高   １０８，１０３   １０２，１２０   

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項  目 前連結会計年度 当連結会計年度 

1.連結の範囲に関する事項 子会社のうち連結の範囲に含めたの 子会社のうち連結の範囲に含めたの 

  は、次の２２社である。 は、次の２４社である。 

  株式会社 さが美 株式会社 さが美 

  株式会社 ユーストア 株式会社 ユーストア 

  株式会社 ユーライフ 株式会社 ユーライフ 

  株式会社 サークルＫサンクス 株式会社 サークルＫサンクス 

  サンクス青森株式会社 サンクス青森株式会社 

  サンクス西埼玉株式会社 サンクス西埼玉株式会社 

  株式会社 モリエ 株式会社 サンクス北関東 

  株式会社 パレモ サンクス西四国株式会社 

    株式会社 鈴丹 株式会社 モリエ 

  ＵＮＹ（ＨＫ）ＣＯ．，ＬＩＭＩＴＥＤ 株式会社 パレモ 

  株式会社 ラフォックス   株式会社 鈴丹 

  株式会社 ＵＣＳ ＵＮＹ（ＨＫ）ＣＯ．，ＬＩＭＩＴＥＤ 

  株式会社 サン総合メンテナンス 株式会社 ラフォックス 

  東名クラウン開発株式会社 株式会社 ＵＣＳ 

  株式会社 九州さが美 株式会社 サン総合メンテナンス 

  株式会社 東京和裁 東名クラウン開発株式会社 

  株式会社 匠美 株式会社 九州さが美 

  株式会社 エス・ジー・リテイリング 株式会社 東京和裁 

  株式会社 東京ますいわ屋 株式会社 匠美 

  株式会社 すずのき 株式会社 東京ますいわ屋 

  鈴丹時装有限公司 株式会社 すずのき 

  鈴丹ビックス株式会社 鈴丹時装有限公司 

    鈴丹ビックス株式会社 

    株式会社 ゼロネットワークス 

      

   株式会社すずのきは、当社の連結子会  株式会社サンクス北関東、株式会社ゼ 

  社である株式会社さが美が新たに株式を ロネットワークスは、重要性が増したた 

  取得し子会社となったため、当連結会計 め、サンクス西四国株式会社は、株式を 

  年度より連結の範囲に含めた。 取得したため、当連結会計年度より連結 

   なお、青木ヶ原高原開発株式会社は、 の範囲に含めた。 

  事業譲渡のため、株式会社永谷美笠和装  なお、株式会社エス・ジー・リテイリ 

  服飾総合研究所は、会社清算のため当連 ングは、当連結会計年度において清算結 

  結会計年度より連結の範囲から除外した 了しているため、清算結了までの損益計 

  。 算書のみを連結している。 

      

  連結の範囲から除外した子会社は、 連結の範囲から除外した子会社は、 

  株式会社サンリフォームほか１６社であ 株式会社サンリフォームほか１３社であ 

  るが、これらの非連結子会社は、いずれ るが、これらの非連結子会社は、いずれ 

  も小規模であり、総資産、売上高、持分 も小規模であり、総資産、売上高、持分 

  に見合う当期純利益及び持分に見合う利 に見合う当期純利益及び持分に見合う利 

  益剰余金の合計額は、いずれも連結財務 益剰余金の合計額は、いずれも連結財務 

  諸表に重要な影響を及ぼしていない。 諸表に重要な影響を及ぼしていない。 

      



 

 

      

2.持分法の適用に関する 非連結子会社１７社及び関連会社１７ 非連結子会社１４社及び関連会社１５ 

事項 社のうち関連会社であるカネ美食品株式 社のうち関連会社であるカネ美食品株式 

  会社に対する投資について、持分法を適 会社に対する投資について、持分法を適 

  用している。 用している。 

      

  持分法を適用していない会社は非連結 持分法を適用していない会社は非連結 

  子会社株式会社サンリフォームほか１６ 子会社株式会社サンリフォームほか１３ 

  社及び関連会社１６社であり、これら 社及び関連会社１４社であり、これら 

  ３３社の持分に見合う当期純損益及び持 ２８社の持分に見合う当期純損益及び持 

  分に見合う利益剰余金の合計は少額であ 分に見合う利益剰余金の合計は少額であ 

  り、連結財務諸表に重要な影響を及ぼし り、連結財務諸表に重要な影響を及ぼし 

  ていない。 ていない。 

      



  

項  目 前連結会計年度 当連結会計年度 

3.連結子会社の事業年度に 連結子会社のうち、ＵＮＹ（ＨＫ）ＣＯ．， 連結子会社のうち、ＵＮＹ（ＨＫ）ＣＯ．， 

関する事項 ＬＩＭＩＴＥＤの決算日は１１月３０日、 ＬＩＭＩＴＥＤの決算日は１１月３０日、 

  鈴丹時装有限公司の決算日は１２月３１ 鈴丹時装有限公司の決算日は１２月３１ 

  日、株式会社サークルＫサンクス、サン 日、株式会社サークルＫサンクス、サン 

  クス青森株式会社、サンクス西埼玉株式 クス青森株式会社、サンクス西埼玉株式 

  会社及び株式会社ＵＣＳの決算日は２月 会社、株式会社サンクス北関東、サンク 

  末日であり、連結財務諸表の作成に当た ス西四国株式会社、株式会社ＵＣＳ及び 

  っては、各連結子会社の決算日の決算財 株式会社ゼロネットワークスの決算日は 

  務諸表を使用している。 ２月末日であり、連結財務諸表の作成に 

  ６社については、連結決算日との間に あたっては、各連結子会社の決算日の決 

  生じた連結会社間取引につき、連結上必 算財務諸表を使用している。 

  要な調整を行っている。 ９社については、連結決算日との間に 

  なお、株式会社すずのきの決算日は３ 生じた連結会社間取引につき、連結上必 

  月３１日であり、当該連結子会社につい 要な調整を行っている。 

  ては、連結決算日に実施した仮決算に基   

  づく決算財務諸表を使用している。   

      

      

4.会計処理基準に関する     

事項     

（１）重要な資産の評価 有価証券 有価証券 

基準及び評価方法 満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 

  ……償却原価法（定額法） ……同  左 

      

  その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

  ……決算日の市場価格等に基づく ……決算日の市場価格等に基づく 

  時価法（評価差額は全部資本 時価法（評価差額は全部純資 

  直入法により処理し、売却原 産直入法により処理し、売却 

  価は移動平均法により算定し 原価は移動平均法により算定 

  ている。） している。） 

       ただし、複合金融商品につい      ただし、複合金融商品につい 

       ては、組込デリバティブを区      ては、組込デリバティブを区 

       別して測定することができな      別して測定することができな 

       いため、全体を時価評価し評      いため、全体を時価評価し評 

       価差額を営業外損益に計上し      価差額を営業外損益に計上し 

       ている。      ている。 

          

  時価のないもの 時価のないもの 

  ……移動平均法による原価法 ……同  左 

      

      

  たな卸資産………販売用不動産について たな卸資産………販売用不動産について 

    は個別法による原価法、宝石につい   は個別法による原価法、宝石につい 

    ては個別法による低価法、主な生鮮   ては個別法による低価法、主な生鮮 



 

    食料品については最終仕入原価法に   食料品については最終仕入原価法に 

    よる原価法、その他の商品について   よる原価法、その他の商品について 

    は一部を除き売価還元法による原価   は一部を除き売価還元法による原価 

    法、貯蔵品については、最終仕入原   法、貯蔵品については、最終仕入原 

    価法による原価法を採用している。   価法による原価法を採用している。 

      

  （会計方針の変更）       

   連結子会社１社については、従来、一       

  部宝石については個別法による原価法、   

  その他の商品については売価還元法によ   

      



項  目 前連結会計年度 当連結会計年度 

  る原価法を採用していたが当連結会計年   

  度より婦人用品、雑貨を除き個別法によ   

  る低価法へ変更した。   

   この変更は、コンピューターシステム   

  による一品毎の商品受払管理体制が確立   

  されたことに伴い、より適正かつ迅速に   

  在庫金額を把握し、より適正な期間損益   

  計算を行うことを目的としたものであ   

  る。   

   なお、この変更に伴い、期首商品の売   

  価還元法に基づく原価法と、個別法に基   

  づく低価法の評価差額２，３７０百万円   

  を商品評価方法変更差額として特別損失   

  に計上し、同額、税金等調整前当期純利   

  益が減少している。   

      

      

（２）重要な減価償却資産 有形固定資産の減価償却の方法………国 有形固定資産の減価償却の方法……… 

の減価償却の方法 内連結会社は、定率法を採用してい 同  左 

  る。   

  但し、平成１０年４月１日以降取得   

  の建物（建物附属設備は除く。）に   

  ついては定額法を採用している。   

    リース資産については、リース期間   

  を耐用年数とし、リース期間満了時   

  のリース資産の見積処分価額を残存   

  価額とする定額法を採用している。   

  また、取得価額が１０万円以上２   

  ０万円未満の資産については、３年   

  均等償却を実施している。   

  在外連結子会社は、定額法を採用   

  している。   

      

  無形固定資産の減価償却の方法………定 無形固定資産の減価償却の方法……… 

  額法を採用している。 同  左 

  なお、自社利用のソフトウェアに   

  ついては、社内における見込利用可   

  能期間（５年）に基づく定額法を採   

  用している。   

      

（３）重要な引当金の計上 貸倒引当金………債権の貸倒による損失 貸倒引当金………同  左 

基準 に備えるため一般債権については貸   

  倒実績率により、貸倒懸念債権等特   

  定の債権については個別に回収可能   

  性を検討し、回収不能見込額を計上   

  している。   



 
 

      

        役員賞与引当金………役員の賞与の支払 

        に備えるため、支給見込額を計上し 

      ている。 

      

    （会計方針の変更） 

    当連結会計年度から「役員賞与に関する

    会計基準」（企業会計基準第４号 平成 

    １７年１１月２９日）を適用している。 

     なお、この変更に伴い、従来と同一の 

    会計処理によった場合に比べ営業利益、 

    経常利益及び税金等調整前当期純利益は 

    それぞれ１８３百万円減少している。 

      

      



項  目 前連結会計年度 当連結会計年度 

  賞与引当金………従業員の賞与の支払に 賞与引当金………同  左 

  備えるため、主に支給見込額のうち   

  当期期間対応額を計上している。   

      

  販売促進引当金………連結子会社１社に 販売促進引当金………連結子会社２社に 

  ついては、カードの利用金額等によ   おいて、計上を行っている。 

  るプレゼントの支払に備えるため、    １社については、カードの利用金額 

  過去の経験率等を勘案した所定の基   等によるプレゼントの支払に備える 

  準により計上している。   ため、過去の経験率を勘案した所定の 

      基準により相当額を計上している。 

       他の１社については、売上時に付与 

      されたポイントの将来の使用に備え 

      るため、当連結会計年度末における、 

      権利確定ポイント残高相当額を計上 

      している。 

      

    （追加情報） 

     連結子会社１社における、売上時に付与 

    されたポイントについては、従来、ポイン 

    トを使用したときの費用としていたが、ポ 

    イントに関する費用の金額的重要性が高ま 

    まっており、さらに今後もポイントに関す 

    る費用が増加すると見込まれること、及び 

    当連結会計年度からポイント管理システ 

    ムの整備によりポイント付与状況が把握 

    できることになったことから、当連結会計 

    年度末における権利確定ポイント残高相 

    当額を販売促進引当金として計上してい 

    る。 

     なお、この変更に伴い、従来と同一の会 

    計処理によった場合と比べ、当連結会計年 

    度の営業利益及び経常利益はそれぞれ２ 

    ６百万円増加し、税金等調整前当期純利益 

    は１２８百万円減少している。 

      

      

  退職給付引当金………従業員の退職給付 退職給付引当金………同  左 

  に備えるため、当連結会計年度末に   

  おける退職給付債務及び年金資産の   

  見込額に基づき計上している。   

   過去勤務債務は、その発生時の従   

  業員の平均残存勤務期間以内の一定   

  の年数（6年～10年）による定額法に   

  より費用処理している。   

   数理計算上の差異は、その発生時   

  の従業員の平均残存勤務期間以内の   



 

  一定の年数（5年～10年）による定   

  額法により翌連結会計年度から費用   

  処理している。   

     なお、連結子会社１社については、   

    会計基準変更時差異額を15年により   

    按分した額を費用処理している。   

      

      



  

項  目 前連結会計年度 当連結会計年度 

  役員退職慰労引当金       

    当社及び連結子会社１２社について       

  は、役員報酬制度改正の一環として、平       

  成１７年５月の定時株主総会において   

   役員退職慰労金制度を廃止するととも   

   に、役員の退任時に退職慰労金制度廃止   

   日（当該総会終結時）までの在任期間に   

   応じた退職慰労金を支給することを決   

   議した。これに伴い当該制度廃止日まで   

   の期間に対応する役員退職慰労金相当   

   額を流動負債「未払金」に１１４百万円   

   、固定負債「その他」に５７８百万円含   

   めて計上している。   

      

        利息返還損失引当金………連結子会社１ 

          社については、将来の利息返還請求に 

      起因して生じる利息返還額に備える 

      ため、過去の返還実績等を勘案した 

      必要額を計上している。 

      

    （追加情報） 

     連結子会社１社における、利息返還請求 

    に係る損失については、従来、貸倒引当金 

    （流動資産の控除項目）の一部として計上 

    していたが、日本公認会計士協会より業種 

    別委員会報告第３７号「消費者金融会社等 

    の利息返還請求による損失に係る引当金 

    の計上に関する監査上の取扱い」が平成１ 

    ８年１０月１３日に公表されたことに伴 

    い、当連結会計年度より見積方法の変更を 

    行うとともに、利息返還損失引当金として 

    固定負債の区分に表示している。 

     なお、前連結会計年度末の利息返還損失 

    見積額２１０百万円と変更後の見積方法 

    による当連結会計年度の期首時点の引当 

    金計上額との差額については、「利息返還 

    損失引当金繰入額」として特別損失に８３ 

    ２百万円計上している。 

     なお、この変更に伴い、従来と同一の会 

    計処理によった場合と比べ、営業利益、経 

    常利益がそれぞれ３６０百万円減少し、税 

    金等調整前当期純利益が、１，１９２百万 

    円減少している。 

      

（４）重要なリース取引の リース物件の所有権が借主に移転する 同    左 



次へ 

処理方法 と認められるもの以外のファイナンス・   

  リース取引については、通常の賃貸借取   

  引に係る方法に準じた会計処理によって   

  いる。   

      

（５）重要なヘッジ会計の ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法 

方法   原則として繰延ヘッジ処理によって   同  左 

   いる。なお、振当処理の要件を満たし   

   ている為替予約及び通貨オプションに   

   ついては振当処理に、特例処理の要件   

   を満たしている金利スワップ及び金利   

   キャップについては、特例処理によっ   

   ている。   

      



項  目 前連結会計年度 当連結会計年度 

      

  ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段とヘッジ対象 

    当連結会計年度にヘッジ会計を適用   同  左 

   したヘッジ手段とヘッジ対象は以下の   

   とおりである。   

      

   ａ.ヘッジ手段……為替予約・通貨オプ  ａ.ヘッジ手段……同  左 

            ション   

     ヘッジ対象……商品輸入による外    ヘッジ対象……同  左 

            貨建買入債務取引           

   ｂ.ヘッジ手段……金利スワップ・金利  ｂ.ヘッジ手段……同  左 

            キャップ           

     ヘッジ対象……借入金等    ヘッジ対象……同  左 

      

  ヘッジ方針 ヘッジ方針 

    将来の為替相場の変動による損失を   同  左 

   回避する目的で、為替予約取引及び通   

   貨オプション取引を利用している。   

    また、将来の金利変動による損失を   

   回避する目的で、金利スワップ取引及   

   び金利キャップ取引を利用している。   

      

  ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ有効性評価の方法 

    ヘッジ対象の相場変動とヘッジ手段   同  左 

   の相場変動を半期ごとに比較し、両者   

   の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効   

   性を評価している。ただし、特例処理   

   によっている金利スワップ及び金利キ   

   ャップについては、有効性の評価を省   

   略している。   

      

（６）消費税等の処理方法 税抜方式を採用している。 同    左 

      

（７）在外連結子会社の採 在外連結子会社の採用する会計処理基 同    左 

用する会計処理基準 準は、現地において一般に公正妥当と認   

  められる会計基準に従っているが、親会   

  社が採用している基準と重要な差異はな   

  い。   

      

      

5.連結子会社の資産及び負 連結子会社の資産及び負債の評価につ 同    左 

 債の評価に関する事項 いては、全面時価評価法を採用している。   

      

      

6.連結調整勘定の償却に 連結調整勘定の償却については、原則       

関する事項 として５年間の均等償却を行っている。       



 

  なお、旧株式会社サンクスアンドアソ   

  シエイツに係る連結調整勘定は２０年間   

  で均等償却している。   

      

      

7.のれんの償却に関する       のれんの償却については、原則として 

 事項       ５年間の均等償却を行っている。 

    なお、旧株式会社サンクスアンドアソ 

    シエイツに係るのれんは２０年間で均等 

    償却している。 

      

      



  

 

項  目 前連結会計年度 当連結会計年度 

8.利益処分項目等の取扱い 連結剰余金計算書は、連結会社の利益       

に関する事項 処分について連結年度中に確定した利益       

  処分に基づいて作成している。   

      

9.連結キャッシュ・フロー 連結キャッシュ・フロー計算書におけ 同    左 

計算書における資金の る資金（現金及び現金同等物）は、手許   

範囲 現金、随時引き出し可能な預金及び容易   

  に換金可能であり、かつ、価値の変動に   

  ついて僅少なリスクしか負わない取得日   

  から３ヶ月以内に満期の到来する短期投   

  資からなる。   

      

      

      



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

前連結会計年度 当連結会計年度 

（固定資産の減損に係る会計基準） （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当社及び国内連結子会社は、固定資産の減損会計に係  当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示 

る会計基準（「固定資産の減損会計に係る会計基準の設 に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成１７年 

定関にする意見書」（企業会計審議会 平成１４年８月 １２月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関 

９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指 する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第 

針」（企業会計基準適用指針第６号 平成１５年１０月 ８号 平成１７年１２月９日）を適用している。 

３１日）が平成１６年３月３１日以後に終了する連結会  従来の「資本の部」の合計に相当する金額は、２４４，

計年度に係る連結財務諸表から適用できることになっ ３９１百万円である。 

たことに伴い、当連結会計年度から同会計基準及び同適  なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資 

用指針を適用している。これにより営業利益及び経常利 産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改 

益は、２，７６６百万円増加し税金等調整前純利益は、 正後の連結財務諸表規則により作成している。 

４６，１９６百万円減少している。   

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務  （売上高の計上基準） 

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除している。  連結子会社１社については、従来、契約後入金完了時 

  に売上を計上していたが、当連結会計年度から商品の引 

  渡時に売上を計上する方法に変更した。 

   なお、この変更は、同社の会計方針を当社グループの 

  会計方針に統一するために行ったものである。 

   この変更に伴い、従来と同一の会計処理によった場合 

  と比べ、当連結会計年度の営業利益、経常利益は、それ 

  ぞれ６３３百万円増加し、税金等調整前当期純利益は、 

  ６２３百万円減少している。 

    

    



 表示方法の変更 

 

前連結会計年度 当連結会計年度 

（連結損益計算書関係） （連結貸借対照表関係） 

 前連結会計年度において、営業外収益の「その他」に 1. 前連結会計年度における、無形固定資産の「連結調 

含めていた、「受取営業補償金」は、営業外収益の１０ 整勘定」及び「営業権」は、当連結会計年度より「のれ 

０分の１０を超えたため、当連結会計年度より区分掲記 ん」と掲記した。 

している。  なお、前連結会計年度における無形固定資産の「その 

 なお、前連結会計年度の営業外収益「その他」に含ま 他」に含まれる「営業権」は、１，５１１百万円である。

れる「受取営業補償金」は、２８６百万円である。   

  2. 前連結会計年度において、無形固定資産で区分掲記 

  していた「借地権」は、重要な科目ではなくなったため、

  当連結会計年度より「その他」に含めることとした。 

   なお、当連結会計年度における「借地権」は９，３２ 

  １百万円である。 

    

    

  （連結損益計算書関係） 

  1. 前連結会計年度まで、販売費及び一般管理費の「そ 

  の他」に含めていた連結子会社における貸倒損失を、当 

  連会計年度より「貸倒引当金繰入額」に含めて表示して 

  いる。 

   なお、前連結会計年度におけるは当該金額は、１，３ 

  ７２百万円である。 

    

  2. 前連結会計年度において、販売費及び一般管理費の 

  「減価償却費」に含めて表示していた「営業権の減価償 

  却費」は当連結会計年度より「のれん償却額」として販 

  売費及び一般管理費の「その他」に含めることとした。 

   なお、前連結会計年度における「営業権の減価償却費」

  は、４２５百万円である。 

    

    

  （連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  前連結会計年度において、財務活動によるキャッシュ 

  ・フローの「その他」に含めて表示していた「自己株式 

  購入支出」は、重要性が増したため、当連結会計年度よ 

  り区分掲記することとした。 

  なお、前連結会計年度における「その他」に含まれる 

  「自己株式購入支出」は、５６２百万円である。 

    

    



 追加情報 

次へ 

前連結会計年度 当連結会計年度 

（退職給付会計） （退職給付会計） 

当社及び当社の主要な国内関係会社で設立していた  当社の連結子会社の株式会社サークルＫサンクスの 

ユニーグループ厚生年金基金は、厚生年金基金代行部分 従業員のうち、旧株式会社サンクスアンドアソシエイツ 

について、平成１８年１月１日に厚生労働大臣から、過 の従業員は、サンクス厚生年金基金に加入しているが、 

去分返上の認可を受けた。 厚生年金基金代行部分について、平成１７年７月２９日 

 この認可に伴い、当連結会計年度において特別利益を に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受け 

５３，７２０百万円計上している。 た。 

 なお、ユニーグループ厚生年金基金は、同日、厚生労  なお、当連結会計年度末日現在において測定された影 

働大臣の認可を受け、確定給付企業年金法に基づくユニ 響額については、（退職給付関係）に記載している。 

ーグループ企業年金基金に移行している。   

 また、当社の連結子会社の株式会社サークルＫサンク   

スの従業員のうち、旧株式会社サンクスアンドアソシエ   

イツの従業員は、サンクス厚生年金基金に加入している   

が、厚生年金基金代行部分について、平成１７年７月２   

９日に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を   

受けた。   

 なお、当連結会計年度末日現在において測定された影   

響額については、（退職給付関係）に記載している。   

    

    

（法人事業税における外形標準課税部分に関する事項）   

 当社及び１１社を除く国内連結子会社は、実務対応報   

告１２号「法人事業税における外形標準課税部分の損益   

計算書上の表示についての実務上の取扱い」（企業会計   

基準委員会平成１６年２月１３日）が公表されたことに   

伴ない、当連結会計年度から同実務対応報告に基づき、   

法人事業税の付加価値割及び資本割（合計１，０６８百   

万円）を販売費及び一般管理費として計上している。   

    

    



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

 

 

前連結会計年度（平成１８年２月２０日現在） 当連結会計年度（平成１９年２月２０日現在） 

※1 このうち下記のとおり借入金等の担保に供して ※1 このうち下記のとおり借入金等の担保に供して 

  いる。   いる。 

        

  （担保提供資産）   （担保提供資産） 

    建物及び構築物（期末簿価） 7,965百万円     現金及び預金 3百万円

    土地 4,483百万円     建物及び構築物（期末簿価） 7,341百万円

    長期差入保証金 287百万円     土地 4,483百万円

    計 12,736百万円     長期差入保証金 287百万円

            計 12,115百万円

               

  （対応債務）     （対応債務）   

    
1年内返済予定 

分を含む 

      
1年内返済予定 

分を含む 

 

  長期借入金（ ） 4,201百万円   長期借入金（ ） 3,620百万円

                

    計 4,201百万円     計 3,620百万円

                

               

        

※2 有形固定資産の減価償却累計額は２５９，２２７ ※2 有形固定資産の減価償却累計額は２６９，１６２ 

  百万円である。   百万円である。 

        

※3 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次 ※3 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次 

  のとおりである。   のとおりである。 

  投資有価証券     ８，９７４百万円   投資有価証券     ８，１１５百万円 

  （株式）   （株式） 

  投資その他の資産その他     ５百万円     

  （出資金）     

        

4 受取手形割引高は４８１百万円である。 4 
      
      

        

5 保証債務 5 保証債務 

  金融機関等からの借入金等に対し、債務保証を   金融機関等からの借入金等に対し、債務保証を行 

  行っている。   っている。 

        

  コンビニエンスストア加盟店 ３，７９１百万円   コンビニエンスストア加盟店 ３，３８０百万円 

  サークルケイ四国㈱ ４４５百万円   サークルケイ四国㈱ ３８７百万円

    
(1,870千US$)
２２１百万円

    
(1,740千US$)
２０８百万円

  UIF(NETHERLANDS)B.V.   UIF(NETHERLANDS)B.V. 

        

   従業員 ６百万円    従業員 ２百万円

    計 ４，４６５百万円    ㈱バイナス １百万円

            計 ３，９８０百万円

               

                



 

前連結会計年度（平成１８年２月２０日現在） 当連結会計年度（平成１９年２月２０日現在） 

6  当社の連結子会社である株式会社ＵＣＳは、ク 6  当社の連結子会社である株式会社ＵＣＳは、ク 

  レジットカード業務に付帯するキャッシング業   レジットカード業務に付帯するキャッシング業 

  務等を行っている。当該業務における貸出コミッ   務等を行っている。当該業務における貸出コミッ 

  トメントに係る貸出未実行残高は次のとおりで   トメントに係る貸出未実行残高は次のとおりで 

  ある。   ある。 

                    

    貸出コミットメントの総額 713,929百万円       貸出コミットメントの総額 1,130,833百万円   

    貸出実行額 32,103百万円       貸出実行額 42,604百万円   

    差引貸出未実行残高 681,825百万円       差引貸出未実行残高 1,088,229百万円   

                    

   なお、上記の貸出コミットメントにおいては、    なお、上記の貸出コミットメントにおいては、 

  そのほとんどがクレジットカードの附帯機能で   そのほとんどがクレジットカードの附帯機能で 

  あるキャッシングサービスとして株式会社ＵＣ   あるキャッシングサービスとして株式会社ＵＣ 

  Ｓの会員に付与しているものであるため、必ずし   Ｓの会員に付与しているものであるため、必ずし 

  も貸出未実行額の全額が貸出実行されるもので   も貸出未実行額の全額が貸出実行されるもので 

  はない。   はない。 

        

※7  国内連結子会社１社は、「土地の再評価に関す ※7  国内連結子会社１社は、「土地の再評価に関す 

  る法律」（平成10年3月31日公布法律第34号）   る法律」（平成10年3月31日公布法律第34号） 

  及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正す   及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正す 

  る法律」（平成13年3月31日公布法律第19号）   る法律」（平成13年3月31日公布法律第19号） 

  に基づき、事業用土地の再評価を行い、再評価差   に基づき、事業用土地の再評価を行い、再評価差 

  額金から再評価に係る繰延税金負債を控除した   額金から再評価に係る繰延税金負債を控除した 

  金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計   金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に 

  上している。   計上している。 

  再評価の方法   再評価の方法 

   土地の再評価に関する法律施行令（平成10年     土地の再評価に関する法律施行令（平成10年  

   3月31日公布政令第119号）第2条第4号に    3月31日公布政令第119号）第2条第4号に 

   定める路線価および路線価のない土地は第2    定める路線価および路線価のない土地は第2 

   条第3号に定める固定資産税評価額に基づい    条第3号に定める固定資産税評価額に基づい 

  て、奥行き価格補正等の合理的な調整を行って   て、奥行き価格補正等の合理的な調整を行って 

   いる。    いる。 

  再評価を行った年月日   平成14年2月20日   再評価を行った年月日   平成14年2月20日 

  当該事業用土地の当期末における時価と   当該事業用土地の当期末における時価と 

  再評価後の帳簿価額との差額  △ 631百万円   再評価後の帳簿価額との差額  △ 647百万円 

        

※8  当社の発行済株式総数は、普通株式１８９，２ ※8       

  ９５千株である。         

            

※9  連結会社及び持分法を適用した関連会社が保 ※9       

  有する自己株式の数は、普通株式４５６千株であ         

  る。     

        

        

        

        

                    

              



（連結損益計算書関係） 

次へ 

前連結会計年度 当連結会計年度 
  

（ 
自 平成１７年２月２１日 

） 
    

（
自 平成１８年２月２１日 

） 
  

  至 平成１８年２月２０日     至 平成１９年２月２０日   

※1 固定資産売却益の内容は、次のとおりである。 ※1 固定資産売却益の内容は、次のとおりである。 

    器具及び備品 164百万円       建物及び構築物 342百万円   

    土地 560百万円       土地 200百万円   

    その他固定資産 48百万円       その他固定資産 57百万円   

    計 773百万円       計 600百万円   

                    

※2 固定資産処分損の内容は、次のとおりである。 ※2 固定資産処分損の内容は、次のとおりである。 

    建物及び構築物 1,310百万円       建物及び構築物 1,592百万円   

    器具及び備品 323百万円       土地 685百万円   

    土地 20百万円       器具及び備品 326百万円   

    その他固定資産 534百万円       その他固定資産 115百万円   

    上記資産の撤去費用 898百万円       上記資産の撤去費用 876百万円   

    計 3,088百万円       計 3,596百万円   

                    

                    

        

※3 減損損失 ※3 減損損失 

   当連結会計年度において、当社グループは以下    当連結会計年度において、当社グループは以下の 

  の資産グループについて減損損失４８，９６２百   資産グループについて減損損失１１，０５７百万円 

  万円を計上している。   を計上している。 

    （単位：百万円）           （単位：百万円）   

    用途 種類 場所 金額       用途 種類 場所 金額   

    

店舗（総合 
小売業） 

土地及び 
建物等 

愛知県 

46,943

      

店舗（総合
小売業） 

土地及び 
建物等 

愛知県 

10,971

  

    31店舗       29店舗   

    岐阜県       静岡県   

    9店舗       6店舗   

    その他       その他   

    33店舗       19店舗   

    店舗（コン 
土地及び 
建物等 

岡山県他       店舗（コン
土地及び 
建物等 

青森県他   

    ビニエンス         ビニエンス     

    ストア）         ストア）     

    

店舗 
（専門店） 

土地及び 
建物等 

愛知県       

店舗
（専門店） 

土地及び 
建物等 

東京都   

    39店舗       14店舗   

    千葉県       大阪府   

    23店舗       10店舗   

    その他       その他   

    342店舗       116店舗   

    

その他資産 
（その他） 

土地及び 
建物等 

神奈川県       

その他資産
（その他） 

土地及び 
建物等 

愛知県   

    2件       10件   

    その他       その他   

    2件       7件   

    
遊休資産 

土地及び 愛知県他 
2,019

      
遊休資産

土地及び 愛知県他 
85

  

    建物 9件       建物 5件   

    合 計 48,962       合 計 11,057   

                            

        



 

前連結会計年度 当連結会計年度 
  

（ 
自 平成１７年２月２１日 

） 
   

（
自 平成１８年２月２１日 

） 
  

  至 平成１８年２月２０日     至 平成１９年２月２０日   

   当社グループは、キャッシュフローを生み出す最    当社グループは、キャッシュフローを生み出す最 

  小単位として、主に店舗を１グループとしたグルー   小単位として、主に店舗を１グループとしたグルー 

  ピングを行っている。遊休資産についても個々の資   ピングを行っている。遊休資産についても個々の資 

  産単位を１グループとし、店舗及び遊休資産のそれ   産単位を１グループとし、店舗及び遊休資産のそれ 

  ぞれについて減損損失を認識している。   ぞれについて減損損失を認識している。 

   当社グループは、収益性が著しく低下した資産グ    当社グループは、収益性が著しく低下した資産グ 

  ループの帳簿価額を回収可能価額まで減損し、当   ループの帳簿価額を回収可能価額まで減損し、当 

  該減少額を次のとおり特別損失に計上している。   該減少額を次のとおり特別損失に計上している。 

        （単位：百万円）           （単位：百万円）   

      店舗等 遊休資産 合計         店舗等 遊休資産 合計   

    建物及び 
26,508 330 26,839

      建物及び
5,777 12 5,789

  

    構築物       構築物   

    土地 8,366 1,688 10,055       土地 1,875 61 1,937   

    その他 12,068 － 12,068       その他 3,318 12 3,331   

    合計 46,943 2,019 48,962       合計 10,971 85 11,057   

                            

   回収可能価額が、正味売却価額の場合には、主に    回収可能価額が、正味売却価額の場合には、主に 

  不動産鑑定評価額に基づき評価している。また、回   不動産鑑定評価額に基づき評価している。また、回 

  収可能価額が使用価値の場合には将来キャッシュ   収可能価額が使用価値の場合には将来キャッシュ 

  フローを３．１％～８．０％で割引いて算定してい   フローを２．９％～６．３％で割引いて算定してい 

  る。   る。 

        

        

        



  

（連結株主資本等変動計算書関係） 

 当連結会計年度 （自 平成18年2月21日 至 平成19年2月20日） 

 １.発行済株式に関する事項 

 ２.自己株式に関する事項 

 ３.配当金に関する事項 

  （１）配当金支払額 

  （２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるものの決議予定 

 

株式の種類 
前連結会計年度末 当連結会計期間 当連結会計期間 当連結会計年度末 

株式数（株） 増加株式数（株） 減少株式数（株） 株式数（株） 

普通株式 189,295,483 － － 189,295,483 

  

  

株式の種類 
前連結会計年度末 当連結会計期間 当連結会計期間 当連結会計年度末 

株式数（株） 増加株式数（株） 減少株式数（株） 株式数（株） 

普通株式 456,353 77,487 3,567 530,273 

  

 （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりである。 

   単元未満株式数の買取りによる増加 77,235株   

   持分法適用関連会社の持分率変動による増加 252株   

      

  減少数の内訳は、次のとおりである。     

   単元未満株式数の買増請求による減少 3,567株   

  

  

決議 株式の種類 
配当金の総額 1株当たり 

基準日 効力発生日 
（百万円） 配当額（円） 

平成18年5月16日 
普通株式 1,699   ９   平成18年2月20日 平成18年5月17日 

定時株主総会 

平成18年10月10日 
普通株式 1,699   ９   平成18年8月20日 平成18年11月1日 

取締役会 

  

  

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 1株当たり 

基準日 効力発生日 
（百万円） 配当額（円） 

平成19年5月17日 
普通株式 利益剰余金 1,699   ９   平成19年2月20日 平成19年5月18日 

定時株主総会 

  



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

次へ 

前連結会計年度 当連結会計年度  

  
（ 

自 平成１７年２月２１日 
） 

    
（ 

自 平成１８年２月２１日 
） 

   

  至 平成１８年２月２０日     至 平成１９年２月２０日    

1.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に 1.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に  

掲記されている科目の金額との関係 掲記されている科目の金額との関係  

（平成１８年２月２０日現在） （平成１９年２月２０日現在）  

     

現金及び預金勘定 94,503百万円   現金及び預金勘定 89,480百万円    

預入期間が３ヶ月を 

△ 402百万円

  預入期間が３ヶ月を 

△ 1,371百万円 

   

超える定期預金   超える定期預金    

ＭＭＦ等 14,003百万円   ＭＭＦ等 14,011百万円    

  現金及び現金同等物 108,103百万円     現金及び現金同等物 102,120百万円    

                 

               

     

2.株式の取得により新たに連結子会社となった会社の 2.株式の取得により新たに連結子会社となった会社の  

資産及び負債の主な内訳 資産及び負債の主な内訳  

株式の取得により新たに株式会社すずのきを連結したこ 株式の取得により新たにサンクス西四国株式会社を連結  

とに伴う連結開始時の資産及び負債の主な内訳並びに株 したことに伴う連結開始時の資産及び負債の主な内訳並  

式の取得価額と取得による収入（純額）との関係 びに株式の取得価額と取得による収入（純額）との関係  

  流動資産 2,202百万円     流動資産 906百万円    

  固定資産 2,068百万円     固定資産 1,649百万円    

   連結調整勘定 277百万円      のれん 97百万円    

  流動負債 △ 2,225百万円     流動負債 △ 1,590百万円    

  固定負債 △ 2,282百万円     固定負債 △ 449百万円    

   株式会社すずのきの 
40百万円 

     サンクス西四国株式会社 
△ 9百万円 

   

  
取得価額 

     の株式既所有額    

  株式会社すずのき取得に 300百万円      サンクス西四国株式会社 603百万円   
 

  伴う貸付金      の株式追加取得額   

  株式会社すずのき現金 
730百万円 

    サンクス西四国株式会社 
 718百万円 

   

  
及び現金同等物 

   
の現金及び現金同等物 

   

  差引：株式会社すずのき 
390百万円 

    差引：サンクス西四国 
 115百万円 

   

  
取得による収入 

   
株式会社取得による収入 

   

                 

                 

                 

                 



（リース取引関係） 

 

前連結会計年度 当連結会計年度 

  
（ 

自 平成１７年２月２１日 
） 

    
（ 

自 平成１８年２月２１日 
） 

  
  至 平成１８年２月２０日     至 平成１９年２月２０日   

借手側 借手側 

1.リース物件の所有権が借主に移転すると認められる 1.リース物件の所有権が借主に移転すると認められる 

もの以外のファイナンス・リース取引 もの以外のファイナンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額 

相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相   相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相   

   当額    当額 
      （単位：百万円）         （単位：百万円）   

    器具及び備品 その他 合計       器具及び備品 その他 合計   

  取得価額相当額 51,156 4,170 55,327     取得価額相当額 49,922 4,345 54,267   

  減価償却累計額 
29,859 1,807 31,667

    減価償却累計額
26,555 2,178 28,734

  

  相当額     相当額   

  減損損失累計額 
889 266 1,155

    減損損失累計額
1,999 379 2,379

  

  相当額     相当額   

  期末残高相当額 20,407 2,097 22,504     期末残高相当額 21,366 1,787 23,154   

    

②未経過リース料期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額 

  １ 年 内 ８，５９３百万円     １ 年 内 ７，９６１百万円   

  １ 年 超 １６，１２７百万円     １ 年 超 １７，４１４百万円   

  合   計 ２４，７２０百万円     合   計 ２５，３７５百万円   

              

  リース資産減損勘定の   
８６２百万円 

    リース資産減損勘定の    
１，４０３百万円 

  

  残高     残高   

    

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減 ③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減 

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

                

  支払リース料 ９，７８５百万円     支払リース料 １０，３７２百万円   

  リース資産減損勘定の 
３６８百万円 

    リース資産減損勘定の 
６６２百万円 

  

  取崩額     取崩額   

  減価償却費相当額 ８，８１４百万円     減価償却費相当額 ９，０４８百万円   

  支払利息相当額 ５８０百万円     支払利息相当額 ５６５百万円   

  減損損失 １，２８６百万円     減損損失 １，２６８百万円   

    

④減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を ④減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を 

耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によ 耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によ 

っている。 っている。 

    

⑤利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース ⑤利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース 

物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、 物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、 

各期への配分方法については、利息法によってい 各期への配分方法については、利息法によってい 

る。 る。 

    

2.オペレーティングリース取引に係る未経過リース料 2.オペレーティングリース取引に係る未経過リース料 

  １ 年 内 １６，３４４百万円     １ 年 内 １５，９４３百万円   

  １ 年 超 １４２，１４５百万円     １ 年 超 １３２，０９９百万円   

  合   計 １５８，４８９百万円     合   計 １４８，０４２百万円   

                

    



  

 

前連結会計年度 当連結会計年度 

  
（ 

自 平成１７年２月２１日 
） 

    
（ 

自 平成１８年２月２１日 
） 

  
  至 平成１８年２月２０日     至 平成１９年２月２０日   

貸手側 貸手側 

1.リース物件の所有権が借主に移転すると認められる 1.リース物件の所有権が借主に移転すると認められる 

もの以外のファイナンス・リース取引 もの以外のファイナンス・リース取引 

①リース物件の取得価額、減価償却累計額及び ①リース物件の取得価額、減価償却累計額及び 

期末残高        （単位：百万円）  期末残高        （単位：百万円）  

    取得価額 減価償却累計額 期末残高       取得価額 減価償却累計額 期末残高   

  車輌運搬具 165 54 110     車輌運搬具 255 92 163   

    

②未経過リース料期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額 

  １ 年 内 １１６百万円     １ 年 内 １２３百万円   

  １ 年 超 ２６２百万円     １ 年 超 ２２５百万円   

  合   計 ３７９百万円     合   計 ３４９百万円   

（注）上記は、転貸リース取引に係る貸手側の未経過リ （注）上記は、転貸リース取引に係る貸手側の未経過リ 

  ース料期末残高相当額（２４５百万円、うち一年超   ース料期末残高相当額（１７６百万円、うち一年超 

  １６７百万円）を含んだものである。   １０６百万円）を含んだものである。 

  なお、当該転貸リース取引は概ね、同一の条件で第   なお、当該転貸リース取引は概ね、同一の条件で第 

  三者にリースしているので、ほぼ同額の残高が上記   三者にリースしているので、ほぼ同額の残高が上記 

借手側の未経過リース料期末残高相当額に含まれ 借手側の未経過リース料期末残高相当額に含まれて 

  ている。   いる。 

    

③受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 ③受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

  受取リース料 ４３百万円     受取リース料 ８９百万円   

  減価償却費 ４１百万円     減価償却費 ５１百万円   

  受取利息相当額 ３百万円     受取利息相当額 １２百万円   

    

④利息相当額の算定方法 ④利息相当額の算定方法 

  利息相当額の各期への配分方法については、利息法   利息相当額の各期への配分方法については、利息法 

  によっている。   によっている。 

    

2.オペレーティングリース取引に係る未経過リース料 2.オペレーティングリース取引に係る未経過リース料 

  １ 年 内 １０１百万円     １ 年 内 ９６百万円  

  １ 年 超 １６６百万円     １ 年 超 １１７百万円  

  合   計 ２６７百万円     合   計 ２１４百万円  

    

    



 前連結会計年度 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成１８年２月２０日） 

（注）債券の「その他」に含まれる複合金融商品の時価評価を行い、取得時から当連結会計年度末までに 

   評価損３１百万円を計上している。なお、「取得原価」には、評価損計上前の取得価額を記載している。 

  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成１７年２月２１日 至 平成１８年２月２０日） 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成１８年２月２０日） 

（１）満期保有目的の債券 

  

（２）その他有価証券 

      

  ４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成１８年２月２０日） 

  
種  類 

取得原価 連結貸借対照表 差  額 

  （百万円） 計上額（百万円） （百万円） 

連結貸借対照表計上額が (１)株式 ５,７５０ ２２,９１６ １７,１６６

取得原価を超えるもの (２)債券      

  ①国債・地方債等 ― ― ―

  ②社債 ８００ ８０２ ２

  ③その他 ― ― ―

  (３)その他 ４８ ８１ ３３

  小計 ６,５９８ ２３,８００ １７,２０１

連結貸借対照表計上額が (１)株式 １９８ １７１ △ ２６

取得原価を超えないもの (２)債券      

  ①国債・地方債等 ― ― ―

  ②社債 ２,４０１ ２,２５４ △ １４６

  ③その他 ９０８ ８７７ △ ３１

  (３)その他 ― ― ―

  小計 ３,５０７ ３,３０３ △ ２０４

合  計 １０,１０６ ２７,１０３ １６,９９７

売却額（百万円）   売却益の合計額（百万円）   売却損の合計額（百万円） 

９２４   ９６   ２５ 

非上場国内債券 ６百万円 

非上場株式 ７５８百万円 

非上場外国債券 ２００百万円 

ＭＭＦ等 １４,００３百万円 

区    分 
１年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 １0年超 

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 

債券        

①国債・地方債等 ― ― ― ―

②社債 ７０７ ３００ １，８７４ ２００

③その他 １００ ８０８ ２００ ―



  

  ５．当連結会計年度において、その他有価証券について１９１百万円、関連会社株式について７百万円の減損処理 

    を行っている。 

 

合    計 ８０７ １,１０８ ２，０７４ ２００



当連結会計年度 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成１９年２月２０日） 

（注）債券の「その他」に含まれる複合金融商品の時価評価を行い、取得時から当連結会計年度末までに 

   評価損１２百万円を計上している。なお、「取得原価」には、評価損計上前の取得価額を記載している。 

  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成１８年２月２１日 至 平成１９年２月２０日） 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成１９年２月２０日） 

（１）満期保有目的の債券 

  

（２）その他有価証券 

      

  ４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成１９年２月２０日） 

  
種  類 

取得原価 連結貸借対照表 差  額 

  （百万円） 計上額（百万円） （百万円） 

連結貸借対照表計上額が (１)株式 ５,５９３ ２１,８７９ １６,２８５

取得原価を超えるもの (２)債券      

  ①国債・地方債等 ― ― ―

  ②社債 １００ １００ ０

  ③その他 ― ― ―

  (３)その他 ４８ ９１ ４３

  小計 ５，７４２ ２２，０７１ １６，３２８

連結貸借対照表計上額が (１)株式 ２７３ ２２５ △ ４７

取得原価を超えないもの (２)債券      

  ①国債・地方債等 ― ― ―

  ②社債 ２,３０１ ２,１９７ △ １０３

  ③その他 ７０８ ６９６ △ １２

  (３)その他 ３ ３ ―

  小計 ３,２８６ ３,１２３ △ １６２

合  計 ９,０２８ ２５,１９４ １６,１６５

売却額（百万円）   売却益の合計額（百万円）   売却損の合計額（百万円） 

１，５４３   ３７８   ０ 

非上場国内債券 ６百万円 

非上場株式 ７２２百万円 

非上場外国債券 ２００百万円 

ＭＭＦ等 １４,０１１百万円 

区    分 
１年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 １0年超 

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 

債券        

①国債・地方債等 ― ― ― ―

②社債 １００ ２０６ １，９０５ １００

③その他 ― ７０８ ２００ ―



  

  ５．当連結会計年度において、その他有価証券について４８百万円、子会社及び関連会社株式について 

    ２２８百万円の減損処理を行っている。 

 

合    計 １００ ９１４ ２，１０５ １００



（デリバティブ取引関係） 

１.取引の状況に関する事項 

  

２．取引の時価に関する事項 

前連結会計年度 

当社グループは、ヘッジ会計が適用されているもの以外については、デリバティブ取引を全く利用してい 

ないので、該当事項はない。 

  

  

当連結会計年度 

当社グループは、ヘッジ会計が適用されているもの以外については、デリバティブ取引を全く利用してい 

ないので、該当事項はない。 

 

前連結会計年度 ( 
自  平成１７年２月２１日 

) 
  

当連結会計年度 ( 
自  平成１８年２月２１日

) 
至  平成１８年２月２０日   至  平成１９年２月２０日

 当社及び連結子会社は、外貨建営業取引に係る将来の  当社及び連結子会社は、外貨建営業取引に係る将来の 
為替相場の変動による損失を回避する目的で、為替予約 為替相場の変動による損失を回避する目的で、為替予約 

取引及び通貨オプション取引を利用している。 取引及び通貨オプション取引を利用している。 

また、当社及び連結子会社は、長期借入金の支払利息 また、当社及び連結子会社は、長期借入金の支払利息 

等に関し、将来の金利変動による損失を回避する目的 等に関し、将来の金利変動による損失を回避する目的 

で、金利スワップ取引及び金利キャップ取引を利用して で、金利スワップ取引及び金利キャップ取引を利用して 

いる。 いる。 

なお、これらのデリバティブ取引は、為替相場の変動に なお、これらのデリバティブ取引は、為替相場の変動に 

よるリスクまたは、市場金利の変動によるリスクを有し よるリスクまたは、市場金利の変動によるリスクを有し 

ている。 ている。 

また、当社及び連結子会社は大手金融機関を取引相手 また、当社及び連結子会社は大手金融機関を取引相手 

として、デリバティブ取引を行っており、信用リスクは として、デリバティブ取引を行っており、信用リスクは 

ないと判断している。 ないと判断している。 

当社及び連結子会社には、デリバティブ業務に関する 当社及び連結子会社には、デリバティブ業務に関する 

権限規程及び取引限度額等を定めた取引管理規程があ 権限規程及び取引限度額等を定めた取引管理規程があ 

り、これらの規程に基づいてデリバティブ取引が行われ り、これらの規程に基づいてデリバティブ取引が行われ 

ている。 ている。 

また、日常におけるデリバティブ業務については、市 また、日常におけるデリバティブ業務については、市 

場価格の変動に晒されている対象物に対してのみデリ 場価格の変動に晒されている対象物に対してのみデリ 

バティブ取引が行われているかを、当社及び連結子会社 バティブ取引が行われているかを、当社及び連結子会社 

の関連部署でチェックしている。 の関連部署でチェックしている。 

    

    



（退職給付関係） 

  

１．採用している退職給付制度の概要 

  当社及び主な国内連結子会社は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度、厚生年金基金制度、適格退職年 

金制度あるいは退職一時金制度を設けている。 

  

２．退職給付債務に関する事項 

  

 

  前連結会計年度 当連結会計年度 
  （平成18年2月20日現在）（百万円） （平成19年2月20日現在）（百万円）

イ．退職給付債務 △９９,６７９   △９５,２７３   
ロ．年金資産 ８１,９３４   ８８,５２９   
ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △１７,７４４   △６,７４４   
ニ．会計基準変更時差異未処理額 １６５   １４９   

ホ．未認識数理計算上の差異 １４,０７２   ４,７４１   

ヘ．未認識過去勤務債務（債務の減額） △ １０,５０４ (注)２ △ ９,２１４ (注)２ 

ト．前払年金費用 ―   △１７８   

チ．退職給付引当金 
（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト） △ １４,０１１   △ １１,２４６ 

  

前連結会計年度   当連結会計年度 

（平成18年2月20日）   （平成19年2月20日） 

（注）１．連結子会社１社において、厚生年金基金  （注）１．連結子会社１社において、厚生年金基金 

  の代行部分を含めて記載している。     の代行部分を含めて記載している。 

２．連結子会社である株式会社サークルＫサ   ２．連結子会社である株式会社サークルＫサ 

  ンクスの従業員のうち、旧株式会社サン     ンクスの従業員のうち、旧株式会社サン 

  クスアンドアソシエイツの従業員は、サ     クスアンドアソシエイツの従業員は、サ 

  ンクス厚生年金基金に加入しているが、     ンクス厚生年金基金に加入しているが、 

  厚生年金基金代行部分について、平成１     厚生年金基金代行部分について、平成１ 

  ７年７月２９日に厚生労働大臣から将来     ７年７月２９日に厚生労働大臣から将来 

  分支給義務免除の認可を受けた。     分支給義務免除の認可を受けた。 

  なお、当連結会計年度末日現在におい     なお、当連結会計年度末日現在におい 

て測定された返還相当額（最低責任準備   て測定された返還相当額（最低責任準備 

金）は１，５３８百万円であり、当該返   金）は１，５３１百万円であり、当該返 

還相当額（最低責任準備金）の支払が、   還相当額（最低責任準備金）の支払が、 

当連結会計年度末日に行われたと仮定し   当連結会計年度末日に行われたと仮定し 

て、「退職給付会計に関する実務指針（中   て、「退職給付会計に関する実務指針（中 

間報告）」（日本公認会計士協会会計制度   間報告）」（日本公認会計士協会会計制度 

委員会報告第１３号）第４４－２項を適   委員会報告第１３号）第４４－２項を適 

用した場合に生ずる損益は、特別利益６   用した場合に生ずる損益は、特別利益８ 

０４百万円が見込まれる。   ９７百万円が見込まれる。 

      



３．退職給付費用に関する事項 

  

  

  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

次へ 

  前連結会計年度 当連結会計年度 
  (自 平成17年2月21日 至 平成18年2月20日) (自 平成18年2月21日 至 平成19年2月20日)

  （百万円） （百万円） 
イ．勤務費用 ３,５６２ （注） ２,９３９ （注） 
ロ．利息費用 ３,７５１   １,９６２   
ハ．期待運用収益 △   ４,０３５   △   ３,２６２   
ニ．会計基準変更時差異の 

１６
  

１６ 
  

  費用処理額     
ホ．数理計算上の差異の 

５,９４５
  

２,６２７ 
  

  費用処理額     
ヘ．過去勤務債務の費用処理額 △   １,６５４   △   １,２９０   
ト．退職給付費用 

７,５８６
 

２,９９３ 
  

  （イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ）     

前連結会計年度   当連結会計年度 

（平成18年2月20日）   （平成19年2月20日） 

（注）厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除し   （注）厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除し 

   ている。      ている。 

      

  前連結会計年度 当連結会計年度 
  (自 平成17年2月21日 至 平成18年2月20日) (自 平成18年2月21日 至 平成19年2月20日)

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同  左 

      

ロ．割引率 １.５％～２.０％ ０.５％～２.０％ 

  なお、期首割引率は１.５％～２． なお、期首割引率は１.５％～２． 

  ５％である ０％である 

      

ハ．期待運用収益率 ３.０％～４.０％ ２.０％～４.０％ 

      

ニ．過去勤務債務の処理年数 ６年～１０年（発生時の従業員の平 同  左 

  均残存勤務期間以内の一定の年数   

  による定額法による。）   

      

ホ．数理計算上の差異の処理年数 ５年～１０年（発生時の従業員の平 同  左 

  均残存勤務期間以内の一定の年数   

  による定額法により翌連結会計年   

  度から費用処理することとしてい   

  る。）   

      

へ．会計基準変更時差異の処理年数 連結子会社１社については、１５年 同  左 

  で処理している。   

      

      

      



  

（税効果会計関係） 

 

前連結会計年度（平成１８年２月２０日現在） 当連結会計年度（平成１９年２月２０日現在） 
1.繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 1.繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 
（1）流動の部 （1）流動の部 

繰延税金資産 繰延税金資産 
  賞与引当金 1,669百万円     賞与引当金 1,942百万円   
  繰越欠損金 1,450百万円     未払事業税 826百万円   
  商品評価方法変更差額 916百万円     従業員厚生費拠出金 650百万円   
  未払事業税 761百万円     商品評価損 621百万円   
  その他 2,318百万円     その他 3,546百万円   
  繰延税金資産小計 7,115百万円     繰延税金資産小計 7,587百万円   
  評価性引当額 △1,909百万円     評価性引当額 △1,348百万円   
  繰延税金資産合計 5,206百万円     繰延税金資産合計 6,239百万円   
  繰延税金負債との相殺 △  0百万円     繰延税金負債との相殺 △  31百万円   
  繰延税金資産の純額 5,205百万円     繰延税金資産の純額 6,207百万円   
    
繰延税金負債 繰延税金負債 
  その他有価証券評価差額金 △ 0百万円     繰延ヘッジ損益 △ 31百万円   
  その他 △ 0百万円     その他 △ 0百万円   
  繰延税金負債合計  0百万円     繰延税金負債合計  31百万円   
  繰延税金資産との相殺 △ 0百万円     繰延税金資産との相殺 △ 31百万円   
  繰延税金負債の純額   －百万円     繰延税金負債の純額    －百万円   
                
（2）固定の部 （2）固定の部 

繰延税金資産 繰延税金資産 
  減損損失 15,145百万円     減損損失 15,490百万円   
  退職給付引当金 5,455百万円     繰越欠損金 4,947百万円   
  繰越欠損金 4,143百万円     退職給付引当金 4,395百万円   
  投資有価証券評価損 3,116百万円     投資有価証券評価損 1,379百万円   
  長期貸倒引当金限度超過 1,366百万円     未実現利益（固定資産） 1,218百万円   
  その他  3,183百万円     その他  3,527百万円   
  繰延税金資産小計 32,411百万円     繰延税金資産小計 30,960百万円   
  評価性引当額 △10,165百万円     評価性引当額 △12,282百万円   
  繰延税金資産合計 22,245百万円     繰延税金資産合計 18,677百万円   
  繰延税金負債との相殺 △9,635百万円     繰延税金負債との相殺 △7,039百万円   
  繰延税金資産の純額 12,609百万円     繰延税金資産の純額 11,638百万円   
                
繰延税金負債 繰延税金負債 
  その他有価証券評価差額金 △6,825百万円     その他有価証券評価差額金 △4,660百万円   
  固定資産圧縮積立金 △2,653百万円     固定資産圧縮積立金 △2,350百万円   
  その他 △ 156百万円     その他 △ 128百万円   
  繰延税金負債合計 9,636百万円     繰延税金負債合計 7,138百万円   
  繰延税金資産との相殺 △9,635百万円     繰延税金資産との相殺 △7,039百万円   
  繰延税金負債の純額 0百万円     繰延税金負債の純額 99百万円   
                
2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 
率との差異原因 率との差異原因 

    
  法定実効税率 ４０.２％     法定実効税率 ４０.２％   
  （調整）       （調整）     
  評価性引当額 １０.５％     評価性引当額 １４.４％   
  住民税均等割等 ２.４％     住民税均等割等 ３.９％   
  事業譲渡益 △ １.８％     のれん償却 ３.３％   
  連結調整勘定償却 ０.８％     再評価土地売却による調整額 △ ２.１％   
  その他 △ ０.７％     その他 △ ３.８％   
  税効果会計適用後の       税効果会計適用後の     
      法人税等の負担率 ５１.４％         法人税等の負担率 ５５.９％   
    
    



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

  

前連結会計年度（自 平成１７年２月２１日 至 平成１８年２月２０日）           

  

当連結会計年度（自 平成１８年２月２１日 至 平成１９年２月２０日） 

  

 

  
総合小売業 

コンビニエ 
ンスストア 

専門店 その他 計 
消去又は 
全  社 

連  結 

  (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 

Ⅰ営業収益及び営業損益               

営業収益               

（１）外部顧客に対する               

営業収益 876,224 184,187 128,068 14,159 1,202,640 － 1,202,640

（２）セグメント間の               

内部営業収益  3,439 2 0 17,498 20,940 (20,940) － 
又は振替高               

計 879,663 184,190 128,068 31,658 1,223,580 (20,940) 1,202,640

営業費用 867,464 159,961 125,526 27,068 1,180,020 (20,960) 1,159,059

営業利益 12,199 24,229 2,541 4,589 43,560 20 43,580

Ⅱ資産、減価償却費、減               

損損失及び資本的支出               
資産 574,391 228,906 79,725 97,294 980,317 (29,166) 951,151

減価償却費 19,005 7,426 2,151 674 29,256 － 29,256

減損損失 33,282 4,985 2,936 7,758 48,962 －  48,962
資本的支出 35,729 9,756 2,996 2,423 50,904 － 50,904

  
総合小売業 

コンビニエ 
専門店 金融 その他 計 

消去又は 

全社 
連結 

  ンスストア 

  （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 

Ⅰ営業収益及び営業損益                 

営業収益                 
（1）外部顧客に対する 

884,733 190,557 133,599 18,854 1,201 1,228,946 ― 1,228,946営業収益 
（2）セグメント間の                

内部営業収益又は 3,436 3 ― 2,979 15,373 21,793 （21,793） ― 

振替高                

計 888,170 190,560 133,599 21,833 16,574 1,250,739 （21,793） 1,228,946

営業費用 869,957 169,134 131,571 17,158 15,735 1,203,556 （21,752） 1,181,803

営業利益 18,212 21,426 2,028 4,675 838 47,182 （40） 47,142

Ⅱ資産、減価償却費、減                

損損失及び資本的支出                

資産 573,440 226,881 75,651 96,909 20,694 993,578 (27,352) 966,225

減価償却費 17,390 6,687 1,932 392 278 26,681 － 26,681

減損損失 6,764 3,169 982 6 133 11,057 － 11,057

資本的支出 36,573 12,822 2,613 1,290 5,427 58,726 － 58,726



  

前連結会計年度（自 平成１７年２月２１日 至 平成１８年２月２０日） 

（注）１．事業区分の方法 

事業の区分の方法は、グループ内の事業展開を基準として区分している。 

２．各事業区分の主要な内容 

・総合小売業…………………… 衣料品、住居関連品、食料品等の小売業 

・コンビニエンスストア……… フランチャイズシステムを主とするコンビニエンスストア事業 

・専門店………………………… 呉服、婦人服、紳士服等の専門小売業 

・金融…………………………… クレジットの取扱業務・保険代理業・リース取引、ＡＴＭ運用業務 

               の受託業務 

・その他………………………… 警備・清掃・保守業務、不動産事業等 

  

３．営業収益は、売上高及び営業収入の合計額である。 

  

   ４．計上基準の変更 

      ［連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更］の（売上高の計上基準）に記載のとおり 

     当連結会計年度より売上高の計上基準を変更した。 

      この変更に伴い、従来と同一の会計処理によった場合と比べ、当連結会計年度の総合小売業における 

     営業利益は６３３百万円増加している。 

  

   ５．事業区分の方法の変更 

      事業区分の方法の変更については、従来、「総合小売業」、「コンビニエンスストア」、「専門店」、 

     「その他」の４区分としていたが、「その他」の事業区分について見直しを行った結果、クレジットの 

      取扱業務・保険代理業・リース取引等を営む事業の重要性が増したことにより、金融区分として分離を 

     行った。 

     当連結会計年度より「総合小売業」、「コンビニエンスストア」、「専門店」、「金融」、「その他」の 

     ５区分により表示することとした。 

      なお、前連結会計年度において、この事業区分を用いた場合の事業の種類別セグメント情報は、次の 

     とおりである。 

  

  

  
総合小売業 

コンビニエ 
専門店 金融 その他 計 

消去又は 

全社 
連結 

  ンスストア 

  （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 

Ⅰ営業収益及び営業損益                 

営業収益                 
（1）外部顧客に対する 

876,224 184,187 128,068 12,797 1,362 1,202,640 ― 1,202,640
営業収益 

（2）セグメント間の                

内部営業収益又は 3,439 2 0 2,367 15,143 20,953 （20,953） ― 

振替高                

計 879,663 184,190 128,068 15,165 16,505 1,223,593 （20,953） 1,202,640

営業費用 867,464 159,961 125,526 11,300 15,775 1,180,027 （20,967） 1,159,059

営業利益 12,199 24,229 2,541 3,865 730 43,566 14 43,580

Ⅱ資産、減価償却費、減                

損損失及び資本的支出                

資産 574,391 228,906 79,725 78,750 18,544 980,318 (29,167) 951,151

減価償却費 19,005 7,426 2,151 371 302 29,256 － 29,256

減損損失 33,282 4,985 2,936 － 7,758 48,962 －  48,962

資本的支出 35,729 9,756 2,996 1,914 508 50,904 － 50,904



  

【所在地別セグメント情報】 
  

前連結会計年度（自 平成１７年２月２１日 至 平成１８年２月２０日） 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも９０％ 

を超えているため、所在地別セグメントの情報の記載を省略している。 

  

当連結会計年度（自 平成１８年２月２１日 至 平成１９年２月２０日） 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも９０％ 

を超えているため、所在地別セグメントの情報の記載を省略している。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成１７年２月２１日 至 平成１８年２月２０日） 

海外売上高が、連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

  

当連結会計年度（自 平成１８年２月２１日 至 平成１９年２月２０日） 

海外売上高が、連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

  

  

【関連当事者との取引】 

  

該当事項なし。 

  

  

（１株当たり情報） 

項    目 前連結会計年度 当連結会計年度 

１株当たり純資産額 １，２６５円８０銭   １，２９４円９３銭   

          

１株当たり当期純利益金額 ８４円６４銭   ４９円２７銭   

      

（注）1.潜在株式調整後１株当たり当期純利益の金額については、潜在株式がないため記載していない。 

  

  

      2.１株当たり純資産額の算定上の基礎は以下のとおりである。 

  

  前連結会計年度 当連結会計年度 

１株当たり純資産額         

純資産の部の合計額（百万円） －   ２４４，４３７   

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） －   ２４４，４３７   

普通株式の発行済株式数（千株） －   １８９，２９５   

普通株式の自己株式数（千株） －   ５３０   

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
－ 

  
１８８，７６５ 

  

期末の普通株式数（千株）     

  

      3.１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりである。 

  

  前連結会計年度 当連結会計年度 

１株当たり当期純利益金額         

当期純利益（百万円） １６，１０１   ９，３０２   

普通株主に帰属しない金額（百万円） １１１   －   

（うち利益処分による役員賞与金（百万円）） １１１   －   

普通株式に係る当期純利益（百万円） １５，９９０   ９，３０２   

普通株式の期中平均株式数（千株） １８８，９１８   １８８，８０２   



⑤【連結附属明細表】 

  

（注）１．連結決算日後５年内における償還予定額は以下のとおりである。 

  

   ２．当連結会計年度末残高の（ ）内の金額（内書）は、１年内に償還が予定されている社債である。 

 

  

【社債明細表】   

  

会社名 銘柄 発行年月日 
前連結会計
年度末残高 

当連結会計
年度末残高 

利率
担保 償還年月日 摘要

（百万円） （百万円） （％）

当 社 2006年満期 
普通社債 

              

平成11年3月10日 10,000 ― 2.26 なし 平成18年3月10日   
              

当 社 2007年満期 
普通社債 

              

平成12年4月20日 5,000 5,000 1.75 なし 平成19年4月20日 （注2）

    (5,000)         

当 社 2010年満期 
普通社債 

              

平成12年4月20日 5,000 5,000 2.13 なし 平成22年4月20日   
              

当 社 2010年満期 
普通社債 

              

平成15年5月30日 5,000 5,000 0.56 なし 平成22年5月28日   
              

当 社 2010年満期 
普通社債 

              

平成15年9月30日 5,000 5,000 1.26 なし 平成22年9月30日   
              

      計 ―   30,000 
  20,000 

(5,000) 
― ― ―   

１年以内 
(百万円) 

１年超 ２年超 ３年超 ４年超 

２年以内(百万円) ３年以内(百万円) ４年以内(百万円) ５年以内(百万円) 

 ５，０００ ― ―  １５，０００ ― 



(注)長期借入金及びその他の有利子負債（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における 

返済予定額は以下のとおりである。 

  

  

  

（２）【その他】 

該当事項なし。 

【借入金等明細表】   

    

区  分 
前連結会計 
年度末残高 

当連結会計 
年度末残高 

平均利率 
返済期限 摘要 

(百万円) (百万円) （％） 

短期借入金 20,112   24,716   0.808   －   

１年以内に返済予定の長期借入金 20,154   47,474   1.765   －   

長期借入金（１年以内に返済予定             平成20年2月27日～   

のものを除く。） 164,131   158,823   1.671   平成29年2月20日   

その他の有利子負債                 

コマーシャルペーパー（１年内返済） 67,000   59,500   0.421   －   

合 計 271,398   290,514     －   －   

  １年超 ２年超 ３年超 ４年超 

  ２年以内 ３年以内 ４年以内 ５年以内 

長期借入金（百万円） ３０，７４０ １８，２６１ １９，３０１ ４８，６２５ 



２【財務諸表等】 

（１）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

 
 

  

  第 ３５ 期 第 ３６ 期 

  （平成１８年２月２０日） （平成１９年２月２０日） 

区  分 
注記 金 額 構成比 金 額 構成比

番号 （百万円） （％） （百万円） （％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

1 現金及び預金     15,704     13,078   

2 受取手形     28     25   

3 売掛金 ※3   11,762     12,722   

4 商品     39,587     37,544   

5 貯蔵品     421     318   

6 前払費用 ※3   647     633   

7 繰延税金資産     2,096     3,801   

 8 関係会社短期貸付金     4,400     －   

 9 未収入金 ※3   3,973     3,666   

10 
１年内回収予定 
長期差入保証金 

※3 
  

4,101 
    

3,672 
  

        

11 その他 ※3   489     430   

  流動資産合計     83,213 16.0   75,892 14.6 

Ⅱ 固定資産               

(1) 有形固定資産 ※2             

1 建物 ※1   131,591     126,231   

2 構築物 ※1   10,907     10,192   

3 機械及び装置     2,954     2,565   

4 車両運搬具     46     54   

5 器具及び備品     6,177     4,870   

6 土地 ※1   120,377     134,706   

7 建設仮勘定     5,258     11,703   

  有形固定資産合計     277,313 (53.2)   290,324 (56.0) 

(2) 無形固定資産               

1 借地権     5,447     5,584   

2 借家権     54     －   

3 電話加入権     233     －   

4 ソフトウェア     －     1,247   

5 その他     1,748     748   

  無形固定資産合計     7,483 (1.4)   7,580 (1.5) 

(3) 投資その他の資産               

1 投資有価証券     21,120     20,733   

2 関係会社株式     31,668     31,818   

3 出資金     180     130   

4 関係会社出資金     5     －   

5 長期貸付金     693     439   

                  

  



 

  

  第 ３５ 期 第 ３６ 期 

  （平成１８年２月２０日） （平成１９年２月２０日） 

区  分 
注記 金 額 構成比 金 額 構成比

番号 （百万円） （％） （百万円） （％） 

6 
従業員に対する 
長期貸付金 

    
301 

    
261 

  
          

7 関係会社長期貸付金     3,600     3,345   

8 長期前払費用     4,772     4,325   

9 繰延税金資産     4,793     3,654   

10 長期差入保証金     77,423     72,541   

11 
関係会社長期     

5,146 
    

4,947 
  

差入保証金           

12 店舗賃借仮勘定     540     178   

13 その他     3,643     3,661   

14 貸倒引当金     △1,057     △1,059   

  投資その他の資産合計     152,832 (29.4)   144,979 (27.9) 

  固定資産合計     437,630 84.0   442,884 85.4 

  資産合計     520,843 100.0   518,777 100.0 

                  

  (負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

1 支払手形     7,645     6,822   

2 買掛金 ※3   41,931     40,141   

3 短期借入金     2,200     1,100   

4 関係会社短期借入金     1,808     2,201   

5 １年内償還予定社債     10,000     5,000   

6 
１年内返済予定 
長期借入金 

※1 
  

11,432 
    

27,932 
  

        

7 コマーシャルペーパー     67,000     59,500   

8 未払金     13,735     11,116   

9 未払消費税等     840     1,924   

10 未払法人税等     693     3,647   

11 未払費用 ※3   7,193     7,151   

12 預り金 ※3   5,897     6,916   

13 役員賞与引当金     －     74   

14 賞与引当金     2,187     2,840   

15 設備支払手形     880     968   

16 その他 ※3   5,316     5,222   

  流動負債合計     178,763 34.3   182,558 35.2 

Ⅱ 固定負債               

1 社債     20,000     15,000   

2 長期借入金 ※1   116,642     115,710   

3 退職給付引当金     7,930     5,932   

4 預り保証金 ※3   44,507     43,098   

5 その他 ※3   1,002     926   

  固定負債合計     190,083 36.5   180,668 34.8 

  負債合計     368,846 70.8   363,226 70.0 

                  



 

  第 ３５ 期 第 ３６ 期 

  （平成１８年２月２０日） （平成１９年２月２０日） 

区  分 
注記      金 額 構成比 金 額 構成比

番号 （百万円） （％） （百万円） （％） 

  (資本の部)               

Ⅰ 資本金 ※4   10,129 1.9   － － 

Ⅱ 資本剰余金               

  １資本準備金   49,485     －     

  ２その他資本剰余金               

    自己株式処分差益   0     －     

  資本剰余金合計     49,486 9.5   － － 

Ⅲ 利益剰余金               

  １利益準備金   2,532     －     

  ２任意積立金               

  (1)配当準備積立金   1,100     －     

  (2)固定資産圧縮 
   積立金 

  
3,860 

    
－ 

    

            

  (3)特別償却準備金   258     －     

  (4)別途積立金   68,000     －     

  ３当期未処分利益   7,901     －     

  利益剰余金合計     83,652 16.1   － － 

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金 

    
9,303 1.8 

  
－ － 

        

Ⅴ 自己株式 ※5   △574 △0.1   － － 

  資本合計     151,996 29.2   － － 

  資本・負債合計     520,843 100.0   － － 

                  



  

  
第 ３５ 期 第 ３６ 期 

  

  （平成１８年２月２０日） （平成１９年２月２０日） 

区 分 
注記 金額 

（百万円） 

構成比 

(％) 

金額 

（百万円） 

構成比 

(％) 番号 

（純資産の部）               

Ⅰ株主資本               

 1資本金     ―     10,129 2.0 

 2資本剰余金               

 (1)資本準備金   ―     49,485     

 (2)その他資本剰余金   ―     1     

資本剰余金合計     ― ―   49,486 9.5 

3利益剰余金               

 (1)利益準備金   ―     2,532     

 (2)その他利益剰余金               

  配当準備積立金   ―     1,100     

  固定資産圧縮積立金   ―     3,375     

  特別償却準備金   ―     171     

  別途積立金   ―     72,000     

繰越利益剰余金   ―     8,223     

利益剰余金合計     ― ―   87,401 16.8 

4自己株式     ― ―   △700 △0.1 

株主資本合計     ― ―   146,317 28.2 

Ⅱ評価・換算差額等               

1その他有価証券 

評価差額金 

  

  

  
― ― 

  
9,186 1.8 

    

 2繰延ヘッジ損益     ― ―   46 0.0 

   評価・換算差額等合計     ― ―   9,233 1.8 

  純資産合計     ― ―   155,550 30.0 

負債及び純資産合計     ― ―   518,777 100.0 

                



②【損益計算書】 

 

  

    第 ３５ 期     第 ３６ 期   

  

  
自 平成１７年２月２１日
至 平成１８年２月２０日 

    
自 平成１８年２月２１日
至 平成１９年２月２０日 

  

( ) ( ) 

        

区  分 
注記 金 額 百分比  金 額 百分比

番号 （百万円） （％）  （百万円） （％） 

Ⅰ 売上高               

1 売上高 ※1,2   688,775 100.0   694,815 100.0 

                  

Ⅱ 売上原価 ※1             

1 商品期首たな卸高   38,647     39,587     

2 当期商品仕入高   521,252     522,615     

  合  計   559,900     562,202     

3 商品期末たな卸高   39,587 520,312 75.5 37,544 524,658 75.5 

   売上総利益     168,462 24.5   170,157 24.5 

                  

Ⅲ 営業収入               

1 不動産賃貸収入   28,137     29,320     

2 手数料収入 ※3 2,630 30,767 4.4 2,656 31,976 4.6 

  営業総利益     199,230 28.9   202,134 29.1 

                  

Ⅳ 販売費及び一般管理費               

1 広告宣伝費   14,570     14,192     

2 
包装費及び 
営業用消耗品 

  
6,570 

    
5,946 

    
          

3 
役員報酬及び 
従業員給料手当 

  
62,284 

    
62,528 

    
          

4 従業員賞与   6,316     6,807     

5 役員賞与引当金繰入額   －     74     

6 賞与引当金繰入額   2,187     2,840     

7 
退職給付引当金 
繰入額 

  
4,504 

    
1,303 

    
          

8 法定福利及び厚生費   9,123     9,255     

9 賃借料   23,738     23,269     

10 減価償却費   16,229     14,663     

11 水道光熱費   9,733     10,178     

12 修繕費及び管理費   13,274     13,201     

13 その他   21,134 189,668 27.5 22,467 186,730 26.9 

  営業利益     9,561 1.4   15,403 2.2 

                  

Ⅴ 営業外収益 ※4             

1 受取利息   270     328     

2 受取配当金   2,572     2,802     

3 その他   998 3,842 0.5 984 4,116 0.6 

                  



  

  

  

    第 ３５ 期     第 ３６ 期   

  

  
自 平成１７年２月２１日 

至 平成１８年２月２０日 

    
自 平成１８年２月２１日 

至 平成１９年２月２０日 

  

( ) ( ) 

        

区  分 
注記 金 額 百分比  金 額 百分比

番号 （百万円） （％）   （百万円） （％） 

Ⅵ 営業外費用               

1 支払利息   1,914     2,101     

2 
コマーシャル 
ペーパー利息   

11   
  

162   
  

3 社債利息   580     297     

4 その他   293 2,799 0.4 304 2,865 0.4 

  経常利益     10,604 1.5   16,653 2.4 

                  

Ⅶ 特別利益               

1 固定資産売却益 ※5 365     393     

2 投資有価証券売却益   31     69     

3 関係会社株式売却益   －     317     

4 前期損益修正益   －     257     

5 
厚生年金基金代行部分 
返上益   38,959     －     

6 その他   368 39,724 5.8 － 1,038 0.2 

                  

Ⅷ 特別損失               

1 固定資産処分損 ※6 1,231     1,924     

2 店舗閉鎖損   709     950     

3 投資有価証券評価損   2     28     

4 関係会社投融資損失 ※7 2,715     －     

5 減損損失 ※8 27,988     4,404     

6 その他   442 33,088 4.8 183 7,491 1.1 

  税引前当期純利益     17,239 2.5   10,201 1.5 
  法人税、住民税及び 

事業税 
  

815 
    

3,525 
    

            

  法人税等調整額   9,416 10,232 1.5 △518 3,006 0.5 

  当期純利益     7,007 1.0   7,194 1.0 

  前期繰越利益     2,595     －   

  中間配当額     1,700     －   

  当期未処分利益     7,901     －   

                  



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

 ［利益処分計算書］ 

 

  
（株主総会承認日） 

第 ３５ 期 

（平成１８年５月１６日） 

区  分 
金  額 

（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益     7,901   

            

Ⅱ 任意積立金取崩額         

1 特別償却準備金取崩額 46       

2 固定資産圧縮積立金取崩額 42   89   

  合  計     7,990   

            

Ⅲ 利益処分額         

1 配当金 1,699       

2 役員賞与金 46     
  

  
( 

取締役に対する賞与金 
) （ 

42 
） 

  

  監査役に対する賞与金  3   

  3 任意積立金       

  別途積立金 4,000   5,746 

Ⅳ 次期繰越利益     2,244   



［株主資本等変動計算書］ 

 当事業年度（自 平成１８年２月２１日  至 平成１９年２月２０日）       （単位：百万円） 

次へ 

項目 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 

株式 

株主 

資本 

合計 

資本 

準備金 

その他 

資 本 

剰余金 

利益 

準備金 

その他利益剰余金 

配 当 固定資 特別 
別途 

積立金 

繰越 

準 備 産圧縮 償却 利益 

積立金 積立金 準備金 剰余金 

平成18年2月20日残高 10,129 49,485 0 2,532 1,100 3,860 258 68,000 7,901 △574 142,693 

事業年度中の変動額                       

剰余金の配当                 △3,399   △3,399 

役員賞与の支払い                 △46   △46 

特別償却準備金の積立て             52   △52   - 

特別償却準備金の取崩し             △139   139   - 

固定資産圧縮積立金の積立て           32     △32   - 

固定資産圧縮積立金の取崩し           △518     518   - 

別途積立金の積立て               4,000 △4,000   - 

当期純利益                 7,194   7,194 

自己株式の取得                   △131 △131 

自己株式の処分     0             4 5 

株主資本以外の項目の                       

事業年度中の変動額（純額）                       

事業年度中の変動額合計 - - 0 - - △485 △87 4,000 321 △126 3,623 

平成19年2月20日残高 10,129 49,485 1 2,532 1,100 3,375 171 72,000 8,223 △700 146,317 

  

項目 

評価・換算差額等   

その他有価証券 
繰延ヘッジ損益 

  

評価差額金   

平成18年2月20日残高 9,303 －   

事業年度中の変動額       

剰余金の配当       

役員賞与の支払い       

特別償却準備金の積立て       

特別償却準備金の取崩し       

固定資産圧縮積立金の積立て       

固定資産圧縮積立金の取崩し       

別途積立金の積立て       

当期純利益       

自己株式の取得       

自己株式の処分       

株主資本以外の項目の 
△116 46 

  

事業年度中の変動額（純額）   

事業年度中の変動額合計 △116 46   

平成19年2月20日残高 9,186 46   



  

重要な会計方針 

 
 

  第３５期 第３６期 

１．有価証券の評価基準 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 

及び評価方法 移動平均法による原価法 同   左 

  その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

  期末日の市場価格等に基づく時価 期末日の市場価格等に基づく時価 

  法（評価差額は全部資本直入法により 法（評価差額は全部純資産直入法によ 

  処理し、売却原価は移動平均法により り処理し、売却原価は移動平均法によ 

  算定している。） り算定している。） 

  時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同   左 

      

２．たな卸資産の評価基準 商 品 商 品 

及び評価方法 売価還元法による原価法、但し、 同   左 

  生鮮食料品は最終仕入原価法によ   

  る原価法、販売用不動産については   

    個別法による原価法   

      

  貯蔵品 貯蔵品 

  最終仕入原価法による原価法 同   左 

      

３．固定資産の減価償却の 有形固定資産 有形固定資産 

  方法   定率法によっている。ただし、平成        同   左 

   10年4月1日以降に取得した建物(建   

   物附属設備は除く。)については、定額    

   法を採用している。   

    また、取得価額が１０万円以上２０   

   万円未満の資産については、３年均等   

   償却を実施している。   
      

  無形固定資産 無形固定資産 
    定額法を採用している。        同   左 
    なお、自社利用のソフトウェアにつ   

   いては、社内における見込利用可能期   

   間（５年）に基づく定額法を採用して   

   いる。   

      

４．引当金の計上基準 貸倒引当金 貸倒引当金 

    債権の貸倒による損失に備えるため        同   左 

   一般債権については貸倒実績率により   

   、貸倒懸念債権等特定の債権について   

   は個別に回収可能性を検討し回収不能   

   見込額を計上している。   
      



次へ 

  第３５期 第３６期 

        役員賞与引当金 

          役員の賞与の支払に備えるため、支  

    給見込額を計上している。 

    （会計方針の変更） 

      当事業年度から「役員賞与に関する 

    会計基準」（企業会計基準第４号 平 

    成1７年１１月２９日）を適用してい 

     る。 

      なお、この変更に伴い、従来と同一 

    の会計処理によった場合に比べ営業 

    利益、経常利益及び税引前当期純利益 

    は、それぞれ７４百万円減少してい 

    る。 

      

  賞与引当金 賞与引当金 

    従業員の賞与の支払に備えるため、        同   左 

   支給見込額のうち当期期間対応額を計   

   上している。   

      

  退職給付引当金 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当         同   左 

   事業年度末における退職給付債務及び   

   年金資産の見込額に基づき計上してい   

   る。   

    過去勤務債務は、その発生時の従業   

   員の平均残存勤務期間以内の一定の年   

   数（１０年）による定額法により費用   

   処理している。   

    数理計算上の差異は、その発生時の   

   従業員の平均残存勤務期間以内の一定   

   の年数（１０年）による定額法により   

   翌事業年度から費用処理している。   

      

  役員退職慰労引当金       

    役員の報酬制度改正の一環として、       

  平成17年5月17日の定時株主総会の   

  日において役員退職慰労金制度を廃止   

  するとともに、役員の退任時に退職慰   

  労金制度廃止日（当該総会終結時）ま   

  での在任期間に応じた退職慰労金を支   

  給することを決議した。これに伴い当   

  該制度廃止日までの期間に対応する役   

  員退職慰労金相当額２６６百万円を固   

  定負債「その他」に含めて計上してい   

   る。   

      

      

      



 

次へ 

  第３５期 第３６期 

５．ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法 

    原則として繰延ヘッジ処理によって         同   左 

   いる。なお、振当処理の要件を満たし   

   ている為替予約及び通貨オプションに   

   ついては振当処理に、特例処理の要件   

   を満たしている金利スワップについて   

   は特例処理によっている。   

      

  ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段とヘッジ対象 

    当事業年度にヘッジ会計を適用した   当事業年度にヘッジ会計を適用した

   ヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとお  ヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとお

   りである。  りである。 

   ａ．ヘッジ手段・・・為替予約・通貨  ａ．ヘッジ手段・・・同  左 

             オプション   

     ヘッジ対象・・・商品輸入による    ヘッジ対象・・・同  左 

             外貨建買入債務   

             取引   

   ｂ．ヘッジ手段・・・金利スワップ  ｂ．ヘッジ手段・・・同  左 

     ヘッジ対象・・・借入金    ヘッジ対象・・・同  左 

      

      

  ヘッジ方針 ヘッジ方針 

    将来の為替相場の変動による損失を         同   左 

   回避する目的で、為替予約取引及び通   

   貨オプション取引利用している。   

    また、将来の金利変動による損失を   

   回避する目的で、金利スワップ取引を   

   利用している。   

      

  ヘッジの有効性評価の方法 ヘッジの有効性評価の方法 

    ヘッジ対象の相場変動とヘッジ手段         同   左 

   の相場変動を半期ごとに比較し、両者   

   の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効   

   性を評価している。   

    但し、特例処理によっている金利ス   

   ワップについては、有効性の評価を省   

   略している。   

      

６．その他財務諸表作成の     

  ための重要な事項     

  (1)消費税等の会計処理   税抜方式を採用している。         同   左 

      



 会計方針の変更 

  

  

追加情報 

  

  

  

  

 

第３５期 第３６期 

 （固定資産の減損に係る会計基準） （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基 

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に 準） 

係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会  当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に 

 平成14年8月9日））及び「固定資産の減損に係る 関する会計基準（企業会計基準第５号 平成１７年１ 

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 ２月９日）」及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関 

平成15年10月31日）が平成16年3月31日以後に する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第８ 

終了する事業年度に係る財務諸表から適用できること 号 平成１７年１２月９日）を適用している。 

になったことに伴い、当事業年度から同会計基準及び  従来の「資本の部」の合計に相当する金額は、１５ 

同適用指針を適用している。これにより営業利益及び ５，５０３百万円である。 

経常利益は、１，３０９百万円増加し、税引前当期純  なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部 

利益は、２６，３４０百万円減少している。 については、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸 財務諸表等規則により作成している。 

表等規則に基づき各資産の金額から直接控除してい   

る。   

    

第３５期 第３６期 

（退職給付会計）       

 当社及び当社の主要な国内関係会社で設立していた       

ユニーグループ厚生年金基金は、厚生年金基金代行部   

分について、平成１８年１月１日に厚生労働大臣から   

過去分返上の認可を受けた。   

 この認可に伴い、当事業年度において特別利益３８，   

９５９百万円を計上している。   

 なお、ユニーグループ厚生年金基金は、同日、厚生   

労働大臣の認可を受けて、確定給付企業年金法に基づ   

くユニーグループ企業年金基金に移行している。   

    

    

    

（法人事業税における外形標準課税部分に関する   

事項）   

 実務対応報告第１２号「法人事業税における外形標   

準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の   

取扱い」（企業会計基準委員会 平成16年2月13日）   

が公表されたことに伴い、当事業年度から同実務対応   

報告に基づき、法人事業税の付加価値割及び資本割（合   

計３７８百万円）を販売費及び一般管理費として計上   

している。   

    



表示方法の変更 

次へ 

第３５期 第３６期 

      （貸借対照表関係） 

      1．前事業年度において、無形固定資産の「その他」に 

  含めていた「ソフトウェア」は、重要性が増したた 

   め、当事業年度より区分掲記することとした。 

    なお、前事業年度の無形固定資産「その他」に含 

   まれる「ソフトウェア」は、１，２５４百万円であ 

   る。 

    

  2．前事業年度において、無形固定資産で区分掲記して 

   いた「借家権」は、重要な科目ではなくなったため、 

   当事業年度より「その他」に含めることとした。 

    なお、当事業年度の「その他」に含まれる「借家 

   権」は３２百万円である。 

    

  3.前事業年度において、無形固定資産で区分掲記して 

   いた「電話加入権」は、重要な科目でなくなったた 

   め、当事業年度より「その他」に含めることとした。 

    なお、当事業年度の「その他」に含まれる「電話 

   加入権」は、２３３百万円である。 

    

    

    

    



注記事項 

（貸借対照表関係） 

 

第３５期（平成１８年２月２０日現在） 第３６期（平成１９年２月２０日現在） 

※1 このうち下記のとおり借入金の担保に供して ※1 このうち下記のとおり借入金の担保に供してい 

  いる。   る。 

        

  （担保提供資産）   （担保提供資産） 

    建物、構築物（期末簿価） 7,274百万円       建物、構築物（期末簿価） 6,701百万円   

    土地 3,081百万円       土地 3,081百万円   

    計 10,356百万円       計 9,783百万円   

                  

  （対応債務額）       （対応債務額）     
    

1年内返済予定
分を含む 

          
1年内返済予定
分を含む 

    
    長期借入金( ) 3,474百万円       長期借入金( ) 3,042百万円   
                  

        

※2 有形固定資産の減価償却累計額 173,606百万円 ※2 有形固定資産の減価償却累計額 179,324百万円 

        

※3 関係会社に対する残高は次のとおりである。 ※3 関係会社に対する残高は次のとおりである。 

  売掛金 8,726百万円     売掛金 9,386百万円   

  売掛金を除くその他の資産 615百万円     売掛金を除くその他の資産 534百万円   

  買掛金 2,174百万円     買掛金 2,209百万円   

  買掛金を除くその他の負債 6,502百万円     買掛金を除くその他の負債 6,529百万円   

        

※4 授権株数     普通株式 600,000,000株   ※4       

  発行済株式総数  普通株式 189,295,483株           

  ただし、定款の定めにより、株式の消却が行わ         

  れた場合には、これに相当する株式数を減ずるこ         

  とになっている。         

            

※5  当社が保有する自己株式の数は、普通株式４３ ※5       

  ４千株である。         

            

6 配当制限 6       

   商法施行規則第124条第3号に規定する資産に         

  時価を付したことにより増加した純資産額は９,３         

  ０３百万円である。         

        

        



次へ 

第３５期（平成１８年２月２０日現在） 第３６期（平成１９年２月２０日現在） 

7 （ 偶 発 債 務 ） 7 （ 偶 発 債 務 ） 

        

  保証債務   保証債務 

        

  
  

㈱ユーライフ 
（銀行借入金の保証） 

    
  
  

㈱ユーライフ 
（銀行借入金の保証） 

    

1,612百万円   2,130百万円   

        

  
UIF(NETHERLANDS)B.V. 
（銀行借入金の保証） 

(1,870千US$) 
221百万円 

  
  
  

UIF(NETHERLANDS)B.V. 
（銀行借入金の保証） 

(1,740千US$) 
208百万円 

  

      

      

  
  
  

㈱ラフォックス 
（取引の保証） 

    
  
  

㈱バイナス 
（取引の保証） 

    

8百万円   1百万円   

        
  
  

  計 1,842百万円 
  

  
  

  計 2,340百万円 
  

                  



（損益計算書関係） 

次へ 

  
自 平成１７年２月２１日 
至 平成１８年２月２０日 

    
自 平成１８年２月２１日 
至 平成１９年２月２０日 

  
 第３５期（ ） 第３６期 （ ） 

        

※1 売上仕入（いわゆる消化仕入）契約に基づき販売 ※1 売上仕入（いわゆる消化仕入）契約に基づき販売 

  した商品に係るものを次のとおり含めて表示して   した商品に係るものを次のとおり含めて表示して 

  いる。   いる。 

    売上高 78,719百万円       売上高 82,180百万円   

    売上原価 70,473百万円       売上原価 73,625百万円   

    売上総利益 8,245百万円       売上総利益 8,555百万円   

        

※2 商品供給高467百万円含めて表示している。 ※2 商品供給高467百万円含めて表示している。 

        

※3 この主なものは、当社が商品の運搬を代行してい ※3 同    左 

  ることにより取引先より受取る運搬料である。     

        

※4 関係会社に対する金額は、次のとおりである。 ※4 関係会社に対する金額は、次のとおりである。 

    受取利息 49百万円       受取利息 62百万円   

    受取配当金 2,441百万円       受取配当金 2,609百万円   

          

※5 固定資産売却益の内容は、次のとおりである。 ※5 固定資産売却益の内容は、次のとおりである。 

    土地 362百万円       建物 254百万円   

    その他固定資産 2百万円       土地 138百万円   

    計 365百万円       その他固定資産 1百万円   

        計 393百万円   

        

※6 固定資産処分損の内容は、次のとおりである。 ※6 固定資産処分損の内容は、次のとおりである。 

    建物 307百万円       建物 569百万円   

    器具及び備品 102百万円       構築物 41百万円   

    構築物 89百万円       土地 609百万円   

    機械及び装置 45百万円       その他固定資産 144百万円   

    土地 14百万円       上記資産の撤去費用 559百万円   

    その他固定資産 0百万円       計 1,924百万円   

    上記資産の撤去費用 670百万円             

    計 1,231百万円             

                    

                    

                    

        

※7 関係会社２社に対する投融資損失であり、この主 ※7       

  なものは青木ヶ原高原開発㈱の民事再生法適用に         

  伴う損失負担額2,679百万円である。     

        

        



  

次へ  

  
自 平成１７年２月２１日 
至 平成１８年２月２０日 

    
自 平成１８年２月２１日 
至 平成１９年２月２０日 

  
第３５期 （ ） 第３６期 （ ） 

        

※8 減損損失 ※8 減損損失 

   当事業年度において、当社は以下の資産グルー    当事業年度において、当社は以下の資産グルー 

  プについて減損損失を27,988百万円計上してい   プについて減損損失を4,404百万円計上してい 

  る。   る。 

        （単位：百万円）           （単位：百万円）   

    用途 種類 場所 金額       用途 種類 場所 金額   

    

店舗（総合 
小売業） 

土地及び 
建物等 

愛知県         

店舗等（総
合小売業） 

土地及び 
建物等 

愛知県     

    26店舗         28店舗     

    静岡県 
26,349

      静岡県 
4,331

  

    6店舗       6店舗   

    その他         その他     

    24店舗         21店舗     

    
遊休資産 土地 

愛知県他 
1,638

      
遊休資産 土地

愛知県他 
73

  

    8物件       4物件   

    合 計 27,988       合 計 4,404   

                            

   当社は、キャッシュフローを生み出す最小単位    当社は、キャッシュフローを生み出す最小単位 

  として、店舗を1グループとしたグルーピングを   として、店舗を1グループとしたグルーピングを 

  行っている。遊休資産についても個々の資産単位   行っている。遊休資産についても個々の資産単位 

  を1グループとしている。店舗及び遊休資産のそ   を1グループとしている。店舗及び遊休資産のそ 

  れぞれについて減損損失を認識している。   れぞれについて減損損失を認識している。 

   収益性が著しく低下した資産グループの帳簿    収益性が著しく低下した資産グループの帳簿価 

  価額を回収可能価額まで減損し、当該減少額を次   額を回収可能価額まで減損し、当該減少額を次の 

  のとおり特別損失に計上している。   とおり特別損失に計上している。 

        （単位：百万円）           （単位：百万円）   

      店舗 その他 合計         店舗等 その他 合計   

    建物及び 
16,547 330 16,877

      建物及び
2,999 12 3,011

  

    構築物       構築物   

    土地 5,030 1,307 6,337       土地 663 61 724   

    その他 4,772 － 4,772       その他 668 － 668   

    合計 26,349 1,638 27,988       合計 4,331 73 4,404   

   回収可能価額が正味売却価額の場合には、主に    回収可能価額が正味売却価額の場合には、主に 

  不動産鑑定価額に基づき評価している。また、回   不動産鑑定価額に基づき評価している。また、回 

  収可能価額が使用価値の場合は、将来キャッシュ   収可能価額が使用価値の場合は、将来キャッシュ 

  フローを５％で割引いて算定している。   フローを５％で割引いて算定している。 

        



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成１８年２月２１日 至 平成１９年２月２０日） 

自己株式に関する事項 

 （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりである。 

   単元未満株式の買取りによる増加    77,235株 

  

  減少数の内訳は、次のとおりである。 

   単元未満株式の買増請求による減少    3,567株 

  

（リース取引関係） 

  

（有価証券関係） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

  

  

 

株式の種類 
前事業年度末 

株式数（株） 

当事業年度増加 

株式数（株） 

当事業年度減少 

株式数（株） 

当事業年度末 

株式数（株） 

普通株式 434,997 77,235 3,567 508,665 

  
自 平成１７年２月２１日 
至 平成１８年２月２０日 

    
自 平成１８年２月２１日 
至 平成１９年２月２０日 

  
第３５期 （ ） 第３６期 （ ） 

        

オペレーティング・リース取引に係る注記 オペレーティング・リース取引に係る注記 

    

未経過リース料 未経過リース料 

  １年内 14,296百万円     １年内 14,474百万円   

  １年超 128,329百万円     １年超 119,485百万円   

  合 計 142,626百万円     合 計 133,960百万円   

    

  第３５期（平成１８年２月２０日現在） 第３６期（平成１９年２月２０日現在） 

区  分 貸借対照表計上額 時価 差額 貸借対照表計上額 時価 差額 

  （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 

子会社株式 25,624   182,491   156,866   25,616   147,833   122,216  

関連会社株式 4,105   5,255   1,150   4,105   5,430   1,324  

合  計 29,730   187,747   158,016   29,721   153,263   125,541  



（税効果会計関係） 

次へ 

第３５期 （平成１８年２月２０日現在） 第３６期（平成１９年２月２０日現在） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

（1）流動の部 （1）流動の部 

繰延税金資産 繰延税金資産 

  賞与引当金 879百万円     賞与引当金 1,142百万円   

  未払金否認 514百万円     未払金否認 512百万円   

  その他 701百万円     その他 2,176百万円   

  繰延税金資産合計 2,096百万円     繰延税金資産合計 3,832百万円   
          

        繰延税金負債 

          繰延ヘッジ損益 △31百万円   

          繰延税金負債合計 31百万円   

        繰延税金資産の純額 3,801百万円   

                

（2）固定の部 （2）固定の部 

繰延税金資産 繰延税金資産 

  減損損失 10,588百万円     減損損失 9,765百万円   

  退職給付引当金 3,190百万円     退職給付引当金 2,386百万円   

  その他 3,701百万円     その他 1,757百万円   

  繰延税金資産小計 17,480百万円     繰延税金資産小計 13,910百万円   

  評価性引当額 △3,713百万円     評価性引当額 △3,508百万円   

  繰延税金資産合計 13,767百万円     繰延税金資産合計 10,402百万円   
                

繰延税金負債 繰延税金負債 

  その他有価証券評価差額金 △6,261百万円     その他有価証券評価差額金 △4,360百万円   

  固定資産圧縮積立金 △2,569百万円     固定資産圧縮積立金 △2,271百万円   

  特別償却準備金 △ 142百万円     特別償却準備金 △ 115百万円   

  繰延税金負債合計 8,973百万円     繰延税金負債合計 6,747百万円   

繰延税金資産の純額 4,793百万円   繰延税金資産の純額 3,654百万円   

            

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等   ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負   

  の負担率との差異原因     担率との差異原因   

  法定実効税率 40.2％     法定実効税率 40.2％   

  （調整）       （調整）     

  評価性引当額 21.6％     評価性引当額 △2.0％   

  受取配当金等永久に益金算入 
△5.4％ 

    受取配当金等永久に益金算入 
△9.8％ 

  

  されない項目     されない項目   

  住民税均等割等 2.2％     住民税均等割等 3.7％   

  その他 0.8％     その他 △2.6％   

  税効果会計適用後の 
59.4％ 

    税効果会計適用後の 
29.5％ 

  

  法人税等の負担率     法人税等の負担率   
          



（１株当たり情報） 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益の金額については、潜在株式がないため記載していない。 

   ２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は以下のとおりである。 

  

   ３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりである。 

項   目 

第３５期 第３６期 

（ 
自 平成１７年２月２１日 

） （ 
自 平成１８年２月２１日 

） 
至 平成１８年２月２０日 至 平成１９年２月２０日 

１株当たり純資産額 ８０４円５６銭   ８２３円９５銭   

          

１株当たり当期純利益金額 ３６円８４銭   ３８円１０銭   

      

  第３５期 第３６期 

( 
自 平成１７年２月２１日 

) ( 
自 平成１８年２月２１日 

) 
至 平成１８年２月２０日 至 平成１９年２月２０日 

１株当たり純資産額             

純資産の部の合計額（百万円） －   １５５，５５０   

普通株主に係る期末の純資産額（百万円） －   １５５，５５０   

普通株式の発行済株式数（千株） －   １８９，２９５   

普通株式の自己株式数（千株） －   ５０８   

１株当たり純資産額の算定に用いられた 

期末の普通株式数（千株） 
－   １８８，７８６ 

  

  第３５期 第３６期 

( 
自 平成１７年２月２１日 

) ( 
自 平成１８年２月２１日 

) 
至 平成１８年２月２０日 至 平成１９年２月２０日 

１株当たり当期純利益金額             

当期純利益（百万円） ７，００７   ７，１９４   

普通株主に帰属しない金額（百万円） ４６   －   

（うち利益処分による役員賞与金（百万円）） ４６   －   

普通株式に係る当期純利益（百万円） ６，９６０   ７，１９４   

普通株式の期中平均株式数（千株） １８８，９３９   １８８，８２３   



④【附属明細表】 

  

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 

銘   柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証券 その他有価証券 

（株）三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 5,516   8,274   

ＫＤＤＩ㈱ 2,630   2,464   

㈱セントラルファイナンス 2,909,424   1,684   

㈱みずほフィナンシャルグループ 1,831   1,600   

住友信託銀行㈱ 683,500   940   

㈱エンチョー 1,975,400   918   

ＵＦＪセントラルリース㈱ 132,000   786   

㈱横浜銀行 557,500   555   

カゴメ㈱ 216,124   390   

㈱岡本工作機械製作所 536,000   323   

日本アジア投資㈱ 300,000   236   

オリックス㈱ 6,600   228   

三井トラスト・ホールディングス㈱ 159,000   220   

東海東京証券㈱ 291,000   194   

タキヒョー㈱ 237,000   146   

㈱福井銀行 308,000   122   

トヨタ自動車㈱ 14,011   114   

クロスプラス㈱ 50,000   111   

その他７６銘柄 1,585,070   1,419   

計 9,970,607   20,733   



【有形固定資産等明細表】 

（注）１．当期増加減少額の主なものは次のとおりである。 

     

建設仮勘定の増減の主なものは、上記建物の増加に記載した物件に係るものである。 

  

２．「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額である。 

  

３．長期前払費用については、均等償却を実施している。 

  

４．長期前払費用のうち非償却資産（前払賃借料）１，１８５百万円は、本表から除いている。 

 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当 期 
増加額 

（百万円） 

当 期
減少額 

（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

当期末
減価償却累計額 
又は償却累計額 

（百万円） 

当 期 
償却額 

（百万円） 

差 引
当期末残高 
（百万円） 

有形固定資産               

建物 261,156 8,304 9,923 259,536 133,305 9,810 126,231

      (2,805)        

構築物 28,671 888 664 28,895 18,702 1,348 10,192

      (194)        

機械及び装置 10,781 513 481 10,812 8,247 659 2,565

      (146)        

車両運搬具 144 28 14 157 103 16 54

      (0)        

器具及び備品 24,531 1,857 2,552 23,837 18,966 2,324 4,870

      (415)        

土地 120,377 17,137 2,808 134,706 － － 134,706

      (724)        

建設仮勘定 5,258 33,920 27,475 11,703 － － 11,703

有形固定資産計 450,919 62,650 43,920 469,649 179,324 14,159 290,324

      (4,286)        

無形固定資産              

借地権 5,447 198 61 5,584 － － 5,584

      (53)        

ソフトウエア 2,083 454 24 2,512 1,264 436 1,247

      (24)        

その他 1,491 51 48 1,494 745 67 748

      (19)        

無形固定資産計 9,021 704 134 9,591 2,010 503 7,580

      (97)        

長期前払費用 7,693 14 32 7,674 4,534 484 3,140

      (2)        

繰延資産              

  － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

建物の増加 アピタ安城南店 店   舗 3,240百万円   

  アピタ会津若松店 店   舗 2,059百万円   

          

土地の増加 前橋物件 店舗用土地 9,211百万円   

  可児御嵩物件 店舗用土地 2,094百万円   

  稲沢東物件 店舗用土地 1,801百万円   

          



  

  

【引当金明細表】 

 

区  分 
前期末残高 

（百万円） 

当期増加額 

（百万円） 

当期減少額 

（目的使用） 

（百万円） 

当期減少額 

（その他） 

（百万円） 

当期末残高 

（百万円） 

貸倒引当金 1,057   1   －   －   1,059   

役員賞与引当金 －   74   －   －   74   

賞与引当金 2,187   2,840   2,187   －   2,840   



  

（２）【主な資産及び負債の内容】 

平成１９年２月２０日現在における貸借対照表について主な資産及び負債の内容を示すと次の 

とおりである。 

  

資産の部 

①現金及び預金 

  

  

②受取手形 

  

  

③売掛金 

イ．相手先別内訳 

  

ロ．回収状況及び滞留状況 

（注）消費税等の会計処理は税抜方式を採用しているが、上記当期発生高には消費税等が含まれている。 

 

内    容 金     額（百万円） 

現    金 ８，３３５   

預 
 金 

  当座預金 ５７２   

  普通預金 ４，１５９   

  自由金利型定期預金 １０   

  小計 ４，７４２   

計 １３，０７８   

相 手 先 金 額（百万円） 期日別内訳 金 額（百万円） 

㈱レナウン ２５   平成１９年３月   １８   

      ４月   ３   

      ５月   ３   

計 ２５   計   ２５   

相 手 先 金    額（百万円） 

  ㈱ＵＣＳ ９，２５１   

  ㈱ジェーシービー ７４１   

  ＵＦＪニコス㈱ ５３６   

  ㈱クレディセゾン ４５４   

  三井住友カード㈱ ３５５   

  その他 １，３８３   

計 １２，７２２   

前期繰越高 
（百万円） 
（Ａ） 

当期発生高 
（百万円） 
（Ｂ） 

当期回収高 
（百万円） 
（Ｃ） 

次期繰越高 
（百万円） 
（Ｄ） 

回収率（％） 滞留期間（月） 
  （Ｃ） 

×100 
  （Ｄ） 

×12 
  （Ａ）＋（Ｂ）   （Ｂ） 

                

１１，７６２ １６３，７７１ １６２，８１１ １２，７２２ ９２．８   ０．９３   



④商品 

（注）商品不動産に含まれている土地の所在県別内訳は次のとおりである。 

  

  

  

⑤貯蔵品 

  

 

品    名 金   額（百万円） 

  婦人衣料 ３，５８０   

  子供衣料 ２，２１９   

  紳士衣料 ２，８２１   

  洋品雑貨 ２，９０７   

  肌着類 ２，５６０   

衣料品小計 １４，０８８   

  住居関連品 ５，４９８   

  日用雑貨 １２，１３２   

住関品小計 １７，６３０   

  加工食品 ３，１９１   

  生鮮食品 ３５４   

食料品小計 ３，５４６   

商品不動産 ５９   

そ の 他 ２，２１９   

計 ３７，５４４   

県  別 面  積（㎡） 金  額（百万円） 

岐 阜 県 ２４，７６８   １８   

長 野 県 ９，１５６   ４０   

計 ３３，９２４   ５９   

品     名 金   額（百万円） 

  制   服 １４７   

  そ の 他 １７１   

計 ３１８   



⑥関係会社株式 

  

  

⑦長期差入保証金 

（注）1.上段（ ）書は、貸借対照表日後１年内の回収予定額（内書）であり、貸借対照表では１年内回収予定 

長期差入保証金として流動資産の部に計上している。 

2.貸借対照表の１年内回収予定長期差入保証金には、上段（ ）書の金額のほか、関係会社長期差入 

 保証金の１年内の回収予定額１８２百万円が含まれている。 

  

  

負債の部 

①      支払手形 

  

 

  銘   柄 金  額（百万円） 摘   要 

子会社 
株 式 

  ㈱サークルＫサンクス ２１，４４３     

  ㈱鈴丹 １，５００     

  ㈱さが美 １，４２０     

  ㈱ユーライフ ８０５     

  ㈱ＵＣＳ ７５８     

  その他 １，７５２     

  小   計 ２７，６８０     

関連会社 
株  式 

  カネ美食品㈱ ４，１０５     

  ㈱足利モール １７     

  七尾都市開発㈱ １０     

  その他 ５     

  小   計 ４，１３８     

計 ３１，８１８     

内   訳 金  額（百万円） 摘   要 
    

（３，４８９）
７５，５９３

      
  店   舗     興和紡績㈱ほか 
          

            

  寮及び社宅ほか ４３７     葛西寮ほか 

            

計 
（３，４８９）
７６，０３０

      

      

相 手 先 金 額（百万円） 期日別内訳 金 額（百万円） 

  ㈱藤栄 ６２５     平成１９年３月   ３，４４７   

  ㈱ハピネット ５３３          ４月   ３，３７４   

  美濃屋㈱ ３７４             

  ㈱池田地球 ３１３             

  ㈱京都西川 ２６８             

  ㈱ドウシシャほか ４，７０６             

計 ６，８２２         ６，８２２   



②      買掛金 

  
  
③      コマーシャルペーパー 

  
  
④      社債 

（注）上段（ ）書は、貸借対照表日後１年内に償還を予定している額（内書）であり、貸借対照表では１年内償還予定社債と
して流動負債の部に計上している。 

  
  
⑤長期借入金 

（注）上段（ ）書は、貸借対照表日後１年以内に返済すべき額（内書）であり、貸借対照表では１年内返済予定長期借入金とし
て流動負債の部に計上している。 

 

相 手 先 金  額（百万円） 

  ㈱あらた   １，６６７   

  ㈱昭和   １，３３３   

  ㈱トーカン   ９３４   

  クロスプラス㈱   ８６２   

  国分㈱   ８５４   

  伊藤忠食品㈱ほか   ３４，４８８   

  計   ４０，１４１   

返済期限 金  額（百万円） 使   途 

平成１９年３月   ５０，５００   運転資金 

平成１９年４月   ９，０００   〃 

計 ５９，５００     

銘   柄 金   額（百万円） 摘   要 

  
２００７年満期 普通社債 

（５，０００）     

  ５，０００     

  ２０１０年満期 普通社債 １５，０００     

計 
（５，０００）     

２０，０００     

相 手 先 金   額（百万円） 摘   要 

  
日本生命保険（相） 

（３，０００）     

  １５，０００     

  
明治安田生命保険（相） 

（７，０００）     

  １５，０００     

  
第一生命保険（相） 

（２，５００）     

  １４，６００     

  
住友生命保険（相） 

（２，０００）     

  １０，６００     

  
三井生命保険㈱ 

（２，０００）     

  ９，５００     

  
その他（ ４５社 ） 

（１１，４３２）     

  ７８，９４２     
  

計 
（２７，９３２）     

  １４３，６４２     



  
  
⑥預り保証金 

  
  
（３）【その他】 

該当事項なし。 

相 手 先 金   額（百万円） 摘   要 

  トステムビバ㈱ ２，７０１     アピタ長津田店ほか 店舗賃貸保証金 

  ㈱さが美 ２，２０１     アピタ稲沢店ほか 〃 

  ユナイテッド・シネマ㈱ １，５１７     〃 〃 

  日本マクドナルドホールディングス㈱ １，１４７     〃 〃 

  あずみ㈱ １，０９８     〃 〃 

  ㈱ハローズほか ３４，４３２     アピタ江南西店ほか 〃 

計 ４３，０９８     



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

  

  

 

事業年度 ２月２１日から２月２０日まで 

定時株主総会 ５月２０日まで 

基準日 ２月２０日 

  その他必要があるときは、あらかじめ公告して定めた日 

株券の種類 10,000株券、1,000株券、500株券、100株券及び100株未満を表示した株券 

剰余金の配当の基準日 ８月２０日 

  ２月２０日 

１単元の株式数 １，０００株 

株式の名義書換   

取扱場所 大阪市中央区北浜四丁目５番３３号 住友信託銀行株式会社証券代行部 

株主名簿管理人 大阪市中央区北浜四丁目５番３３号 住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り   

及び買増し   

取扱場所 大阪市中央区北浜四丁目５番３３号 住友信託銀行株式会社証券代行部 

株主名簿管理人 大阪市中央区北浜四丁目５番３３号 住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社全国各支店 

手数料 
１単元当たりの売買手数料を以下の算式により算定し、これを買取り又は買増しをした 
単元未満株式の数で按分した金額。 

  （算式） １株当たりの買取価格又は、買増価格に１単元の株式数を乗じた金額のうち 

       １００万円以下の金額につき           １．１５０％ 

       １００万円を超え５００万円以下の金額につき   ０．９００％ 

  （円未満の端数が生じた場合には切り捨てる） 

  ただし、１単元当たりの金額が2,500円に満たない場合には、2,500円とする。 

買増受付停止期間 当社基準日の１２営業日前から基準日に至るまで 

公告掲載方法 電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による 

  ことができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

  なお、電子公告は当社ホームページに掲載し、そのURLは次のとおりである。 

  http//www.uny.co.jp/koukoku/index.html 

株主に対する特典 該当事項なし 



  

第７【提出会社の参考情報】 

 １【提出会社の親会社等の情報】 

  当社には、証券取引法第２４条の７第１項に規定する親会社等はない。 

  

２【その他参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

  

 

（１）有価証券報告書 事業年度 
（第３５期） 

自 平成１７年２月２１日 
至 平成１８年２月２０日 

平成１８年５月１６日 

及びその添付資料 関東財務局長に提出。 

            

            

（２）半期報告書 
（第３６期中） 

自 平成１８年２月２１日 
至 平成１８年８月２０日 

平成１８年１１月７日 

  関東財務局長に提出。 

            

            

（３）発行登録書（新株予約権）   
  

平成１８年５月１６日 

    及びその添付資料 関東財務局長に提出。 

      

（４）臨時報告書   平成１９年１月１８日 

    関東財務局長に提出。 

    企業内容等の開示に関する内閣府令第１９条第２項第９号（代表者の異動）に基づく 

    臨時報告書である。 

      

（５）発行登録書（新株予約権） 

  

平成１９年１月１８日 

    及びその添付資料 関東財務局長に提出。 

      

（６）平成１８年５月１６日に提出した   平成１９年４月６日 

    有価証券報告書の訂正報告書   関東財務局長に提出。 

      

（７）発行登録書（新株予約権）   平成１９年４月６日 

    及びその添付資料   関東財務局長に提出。 

  

  

            



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項なし。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年５月１６日

ユ ニ ー 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているユニー株式会社の平

成17年２月21日から平成18年２月20日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余

金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ユニー株式会社

及び連結子会社の平成18年２月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 １．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当連結会計年度より固定資産の減

損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

 ２．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４（１）に記載されているとおり、連結子会社一社は一部の商品の評価基準

及び評価方法を、個別法による原価法あるいは売価還元法による原価法から個別法による低価法に変更している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 田 島 和 憲 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 井 上 嗣 平 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年５月１７日

ユ ニ ー 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているユニー株式会社の平成18

年２月21日から平成19年２月20日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本

等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、私どもの責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに連結財務諸

表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用し

た会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ユニー株式会社及び

連結子会社の平成19年２月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より、連結子会社一社に

ついて売上高の計上基準を変更している。 
  

会社と当監査法人又は業務執行社員及び公認会計士笠松栄治並びに公認会計士高須光との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。 
  

以  上 
  
 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 永 田 昭 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 井 上 嗣 平 

      

笠 松 栄 治 公 認 会 計 士 事 務 所 

  
  公認会計士       笠 松 栄 治 

      

公 認 会 計 士 高 須 光 事 務 所 

  
  公認会計士       高 須   光 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年５月１６日

ユ ニ ー 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているユニー株式会社の平

成17年２月21日から平成18年２月20日までの第35期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び

附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ユニー株式会社の平

成18年２月20日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。 

  

追記情報 

 会計方針の変更に記載されているとおり、会社は、当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計

基準により財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 田 島 和 憲 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 井 上 嗣 平 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年５月１７日

ユ ニ ー 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているユニー株式会社の平成18

年２月21日から平成19年２月20日までの第36期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及

び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに財務諸表に

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会

計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでい

る。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ユニー株式会社の平成19

年２月20日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認

める。 
  

会社と当監査法人又は業務執行社員及び公認会計士笠松栄治並びに公認会計士高須光との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。 
  

以  上 
  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 永 田 昭 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 井 上 嗣 平 

      

笠 松 栄 治 公 認 会 計 士 事 務 所 

  
  公認会計士       笠 松 栄 治 

      

公 認 会 計 士 高 須 光 事 務 所 

  
  公認会計士       高 須   光 
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